
事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択

1 1

○ 1 ○ ①ⅰ ○

○ 2 ○ ①ⅰ ○

2 2

○ 申請自治体 申請自治体 登録希望団体 1 ○ ①ⅰ ○

3 3

○ 1 ○ ①ⅰ ○

4 申請年度 申請年度 申請情報 4

○ 申請年度（令和４・５年度/令和６・７年度） 1 ○ ①ⅰ ○

○ 2 ○ ②ⅳ ○

登録種別

単独企業 単独企業

経常JV

5 5

法人（個人事業主以外）

○ 1 ○ ○

○ 2 ○ ○

○ 3 ○ ○

○ 個人（個人事業主） 4 ○ ○

○ その他 5 ○ ○

6 法人番号 法人番号 法人番号 6

○ 法人番号 法人番号 法人番号 1 ○ ①ⅰ ○

7

1 ○ ①ⅱ ○

2 ○ ①ⅱ ○

許可年月日

経審受審時許可番号

所在地区分

7 企業情報（本店） 申請者情報 8

○ 1 ○ ①ⅰ ○

○ 2 ○ ①ⅰ ○

○ 3 ○ ①ⅰ ○

○ 4 ○ ①ⅰ ○

○ 5 ○ ①ⅰ ○

○ 6 ○ ①ⅰ ○

○ 7 ○ ①ⅰ ○

○ 8 ○ ①ⅰ ○

9

8 申請者情報 9

○ 本社（店）電話番号 本社（店）電話番号 本社（店）電話番号 1 ○ ①ⅰ ○

○ 本社（店）FAX 番号 本社（店）FAX 番号 本社（店）FAX 番号 2 ○ ①ⅰ ○

○ 3 ○ ①ⅰ ○

9 申請者情報 10

○ 1 ○ ①ⅰ ○

○ 2 ○ ①ⅰ ○

10 申請者情報 11

○ 1 ○ ①ⅰ ○

○ 2 ○ ①ⅰ ○

○ 3 ○ ①ⅰ ○

11 12

○ 1 ○ ①ⅰ ○

区分　※経審記載の許可区分を記入

本社（店）所在地

建設業許可番号

建設業許可業種　※29業種から選択。

コード(国・都道府県コード)

建設業許可番号

本社住所（フリガナ含む）

許可番号

本社住所

郵便番号

取締役社長

代表取締役

代表取締役社長

代表取締役副社長

代表者役職

住所（都道府県）（登記上の住所）

住所（市区町村）（登記上の住所）

FAX番号

商号又は名称

法人番号

建設業許可番号

本社郵便番号

本社住所（フリガナ含む）

代表者氏名（フリガナ）

代表者氏名

設立年月日
※個人の場合は記載不要。

商号又は名称

役職

設立年月日

設立年月日
※個人の場合は創業年月日を記入。

申請項目

組合

公益法人
（公益社団法人又は公益財団法人）

その他の法人
（会社又は士業法人）

名古屋市

申請年度

単独企業

経常JV

官公需適格組合

申請自治体

申請先団体

代表者

役職

氏名（フリガナ）

氏名代表者氏名

申請自治体

申請年月日

フリガナ

代表者役職名

電話番号

FAX番号

住所（町名・番地等）（登記上の住所）

申請対象有効期間等

申請対象有効期間（令和○年度～○年度）

ＷＴＯ等案件の該当有無

業者種別　※いずれか１を選択

個人

メールアドレス

商号又は名称

その他
（外国法人、人格のない社団、独立行政法人、一般社団法
人、一般財団法人等）

法人番号

法人番号

建設業許可番号

取締役会長

代表取締役会長

代表

代表者役職　※いずれか１を選択。

建設業許可番号

建設業許可業種

※「建設業許可業種」は、一般建設業許可と特定建設許可の
別に建設業法の業種区分（29業種）から許可を取得している
業種を記入。

郵便番号（登記上の住所以外の住所）

住所（都道府県）（登記上の住所以外の住所）

住所（市区町村）（登記上の住所以外の住所）

住所（町名・番地等）（登記上の住所以外の住所）

※個人の場合は事業所の所在地を「登記上の住所」欄に記
入。
※法人で登記上の住所と異なる住所を登録する必要がある
場合は、「登記上の住所以外の住所」欄に記入。

本社電話番号等

商号又は名称（フリガナ）

会長

管財人

市内

県内市外

県外

所在地名
※｢所在地区分｣が市内なら区名、県内市外なら市町村
名、県外なら県名を記入

事業者形態

法人（一般）

建設業許可番号

方書（ビル名等）

郵便番号

県内・県外区分

個人

許可番号

許可番号

有限会社

合同会社

合名会社

合資会社

事業協同組合

財団法人

社団法人

個人

建設業許可番号

一般財団法人

公益財団法人

公益社団法人

一般社団法人

企業組合

協業組合

商号又は名称

建設業許可業種かつ経営事項審査を受けた業種

令和５年度（令和６年度名簿のための申請）/
令和６年度（令和７年度名簿のための申請）

盛岡市
※盛岡市に申請する場合

本社（店）郵便番号

本社（店）所在地（フリガナ含む）

商号または名称（カナ）

商号または名称

本社（店）メールアドレス

滋賀県
※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合

基本情報

建設業許可番号

基本情報

本社（店）郵便番号

※申請日現在の経営事項審査受審業種（29業種）を一般建
設業許可と特定建設許可を別にして記入。

所在地

企業情報（本店）

企業情報（本店）

本社（店）メールアドレス

代表者氏名

郵便番号（登記上の住所以外の住所）

電話番号

住所（都道府県）（登記上の住所）

本社郵便番号

国土交通省
(大臣官房会計課所掌機関)

本社住所

国土交通省
(地方整備局等)

物品・役務等の共通申請項目

業者種別　※いずれか１を選択

組合

公益法人
（公益社団法人又は公益財団法人）

その他の法人
（会社又は士業法人）

個人

その他
（外国法人、人格のない社団、独立行政法人、一般
社団法人、一般財団法人等）

申請日

申請日

申請対象有効期間等

申請対象有効期間（令和○年度～○年度）

ＷＴＯ等案件の該当有無

法人番号

法人番号法人番号

新規/更新　※いずれか１を選択

新規

更新

申請先地方公共団体

申請先地方公共団体

共通 選択

郵便番号

住所（都道府県）（登記上の住所以外の住所）

業者登録区分

代表者役職

基本情報

基本情報

住所（市区町村）（登記上の住所以外の住所）

住所（町名・番地等）（登記上の住所以外の住所）

住所（市区町村）（登記上の住所）

住所（町名・番地等）（登記上の住所）

代表取締役

代表取締役社長

代表取締役副社長

代表社員

代表者 

管財人

会長

本社電話番号

本社FAX番号

メールアドレス　※契約担当部署のアドレスを記載

商号又は名称（フリガナ）

代表理事

理事長

FAX番号

メールアドレス

商号又は名称

役職

※個人の場合は事業所の所在地を「登記上の住
所」欄に記入。
※法人で登記上の住所と異なる住所を登録する必
要がある場合は、「登記上の住所以外の住所」欄に
記入。

本社電話番号等

本社電話番号

本社FAX番号

メールアドレス　※契約担当部署のアドレスを記載

商号又は名称（フリガナ）

商号又は名称

代表者

商号又は名称

取締役

取締役社長

商号又は名称（フリガナ）

代表者氏名

設立年月日
※個人の場合は記載不要。

代表者氏名（フリガナ）

役職　※いずれか１を選択。

氏名（フリガナ）

氏名

設立年月日

設立年月日
※個人の場合は創業年月日を記入。

社長

副社長

無限責任社員

県内業者

県外業者

基本情報

本社（店）商号または名称（カナ）

本社（店）商号または名称

山梨県市町村総合事務組合

登録希望団体

建設業の許可

許可番号

郵便番号

住所（都道府県・市区町村）（フリガナ含む）

Email アドレス

商号名称（フリガナ）

商号名称　※法人の種類を表す略号も入力。

申請年月日

申請年月日

新規/更新　※いずれか１を選択

新規

更新

組合長

審査対象事業年度
※審査対象事業年度（決算年度）の（自）○○○○年○月
から（至）○○○○年○月を入力

代表者氏名（カナ）

代表者氏名

代表理事組合長

代表者氏名（カナ）

代表者肩書き

粕屋町

フリガナ

代表者氏名

本店所在地

設立登記年月日
※個人の場合は創業年月日を記入。

本店所在地

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と測量・建設コンサル等を同一の資格として受付

申請自治体

建設業許可番号

建設業許可番号

法人区分

組合

個人

審査対象事業年度

郵便番号

代表者

社会福祉法人

特定非営利活動法人

株式会社

有限会社

合同会社

合名会社

合資会社

法人/個人区分

URL

所在地（都道府県）

所在地（市区町村）

所在地（町名、番地）

長野県
※長野県に申請する場合

本社基本情報

商号又は名称（フリガナ）

商号又は名称（漢字）

本社基本情報

本社基本情報

代表者役職名

登記上の所在地又は住民票上の住所（都道府県）

登記上の所在地又は住民票上の住所（市区町村）

登記上の所在地又は住民票上の住所（町名、番地）

工事共通情報

建設業許可番号

※経審受審時の許可番号と現在の許可番号が異なる場
合に限り、「経審受審時許可番号」を記入。

特定非営利活動法人（NPO）

株式会社

個人

その他

郵便番号

所在地名
※｢所在地区分｣が市内なら区名、県内市外なら市町村
名、県外なら県名を記入

代表者名（フリガナ）

代表者名

経常JV

適格組合

共同企業体

電話番号

FAX番号

メールアドレス

法人番号

本社基本情報

本社基本情報

※「登記上の所在地又は住民票上の住所」は主たる営
業所の所在地と異なる場合のみ入力。

申請年度

法人/個人区分

法人

商号又は名称

商号又は名称（カナ）

商号又は名称

代表者

代表者役職

本社基本情報

組合

本社（店）郵便番号

本社（店）所在地（フリガナ含む）

町内

県内町外

町外

地域区分

本社（店）メールアドレス

申請年月日

申請年月日

業者登録区分

申請年度

新規/更新　※いずれか１を選択

新規

更新

申請先地方公共団体

申請先地方公共団体

申請日

申請日

代表者氏名（カナ）

代表者氏名

電話番号

住所（字以降）（フリガナ含む）

取締役

代表者氏名（フリガナ）

代表者氏名

フリガナ

商号又は名称

商号又は名称

設立登記年月日等

代表社員

代表者 

代表理事

理事長

社長

副社長

無限責任社員

①ⅰ

参考資料１　建設工事等の共通・選択申請項目一覧

建設工事の共通・選択申請項目のたたき台

参考資料１

1



事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択申請項目

名古屋市
盛岡市

※盛岡市に申請する場合
滋賀県

※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
物品・役務等の共通申請項目 共通 選択 山梨県市町村総合事務組合粕屋町

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と測量・建設コンサル等を同一の資格として受付

長野県
※長野県に申請する場合

建設工事の共通・選択申請項目のたたき台

12 13

○ 1 ○ ①ⅰ ○

○ 2 ○ ①ⅰ ○

○ 3 ○ ①ⅰ ○

○ 4 ○ ①ⅰ ○

○ 5 ○ ①ⅰ ○

○ 6 ○ ①ⅰ ○

14

1 ○ ①ⅱ ○

2 ○ ①ⅱ ○

3 ○ ①ⅱ ○

13 15

○ 1 ○ ①ⅰ ○

○ 2 ○ ①ⅰ ○

○ 3 ○ ①ⅰ ○

○ 4 ○ ①ⅰ ○

○ 5 ○ ①ⅰ ○

○ 6 ○ ①ⅰ ○

○ 7 ○ ①ⅰ ○

○ 8 ○ ①ⅰ ○

○ 9 ○ ①ⅰ ○

○ 10 ○ ①ⅰ ○

14 16

1

ゴム製品 ○ 1 ○ ②ⅰ ②ⅰ ○

その他 ○ 2 ○ ②ⅰ ②ⅰ ○

2

卸売 ○ 1 ○ ②ⅰ ②ⅰ ○

小売 ○ 2 ○ ②ⅰ ②ⅰ ○

3

ソフトウェア業又は情報処理サービス業 ○ 1 ○ ②ⅰ ②ⅰ ○

旅館業 ○ 2 ○ ②ⅰ ②ⅰ ○

サービス業 ○ 3 ○ ②ⅰ ②ⅰ ○

その他 ○

立木竹 ○

その他 ○

4

建設業 ○ 1 ○ ②ⅰ ②ⅰ ○

運輸業 ○ 2 ○ ②ⅰ ②ⅰ ○

その他 ○ 3 ○ ②ⅰ ②ⅰ ○

15 17

○ 1 ○ ①ⅰ ○

○ 2 ○ ①ⅰ ○

3

（委任事項）

見積り及び入札に関する一切の権限

入札保証金及び契約保証金の納付並びに還付
請求及び受領に関する一切の権限

契約の締結（変更契約を含む）及び解除に関す
る一切の権限

物品の納入及び取引等に関する一切の権限

代金の請求及び受領に関する一切の権限

復代理人の選任及び解任に関する一切の権限

その他契約履行に関する一切の権限

○ 4 ○ ①ⅰ ○

○ 5 ○ ①ⅰ ○

○ 6 ○ ①ⅰ ○

○ 7 ○ ①ⅰ ○

○ 8 ○ ①ⅰ ○

○ 9 ○ ①ⅰ ○

○ 10 ○ ①ⅰ ○

○ 11 ○ ①ⅰ ○

○ 12 ○ ①ⅰ ○

○ 13 ○ ①ⅰ ○

○ 14 ○ ①ⅰ ○

○ 15 ○ ②ⅰ ○

○ 16 ○ ②ⅰ ○

17 ○ ②ⅱ ○

18 ○ ②ⅱ ○

19 ○ ②ⅱ ○

20 ○ ②ⅱ ○

16 18

○ 1 ○ ①ⅰ ○

専任技術者の業種

申請事業所代表者氏名（カナ）

契約の締結（変更契約を含む）及び解除に関する一切の
権限

郵便番号

主たる事業の種類　※いずれか１を選択

物品の製造

物品の販売

役務の提供等

メールアドレス

営業所の代表者役職
※委任をしている場合は受任者役職を記入。

営業所の代表者氏名（フリガナ）
※委任をしている場合は受任者氏名（フリガナ）を記入。

営業所の代表者氏名
※委任をしている場合は受任者氏名を記入。

営業所の担当部署

営業所の常勤職員の人数

契約の締結及び契約の履行に関する一切の権限

支払期のきた利札の請求及び領収について

申請事業所電話番号

営業所の専任技術者の許可業種
※委任をしている場合に記入。

入札及び見積に関すること。

契約金、契約保証金、前払金の請求及び受領に関する
こと。

契約締結に関すること。

契約金、契約保証金、前払金の請求及び受領に関する
こと。　※再掲

保証金又は保証物の納付並びに還付請求及び領収につ
いて

契約に関すること

支払金の請求及び領収について

委任事項

営業所の専任技術者氏名
※委任をしている場合に記入。

担当者Emailアドレスメールアドレス

部署名（行政書士事務所名）

氏名（フリガナ）

氏名

その他

営業所情報・受任者情報　※営業所ごとに記入

営業所の名称（フリガナ）

営業所の名称

営業所に対する入札・契約等に関する権限の委任の有無

復代理人選任に関すること。

その他契約処理に関すること。

電話番号

入札参加資格審査申請に係る一切の権限

各種保証金の納付ならびに請求受領に関する一切の権
限

契約金額、前払金の請求受領に関する一切の権限

入札、見積に関する一切の権限

復代理人の選任に関する一切の権限

その他契約の履行に係る一切の権限

郵便番号

担当者電話番号

申請代理人郵便番号

営業区域
※全国又は47都道府県から選択

営業所名称

営業所一覧表　※必要書類として提出

申請代理人氏名

代理申請者（行政書士）連絡先（電話番号）

（委任事項）

支店等の郵便番号

入札参加営業所
※申請先自治体ごとに入札に参加する営業を選択。本社が参加
する場合は選択不要。

代表者氏名

所在地

入札及び見積に関すること。

契約の締結に関すること。

代金の請求及び受領に関すること。

復代理人の選任に関すること

契約の履行に関すること。

契約の締結に関する一切の権限

支店等の商号または名称のフリガナ

支店等の商号または名称

本店等からの委任の有無
※必ず「有」を選択。

その他上記項目に付随する一切の事項

FAX番号

委任先（契約先）情報
※契約にあたって権限を委任する場合に記入

申請事業所名（カナ）

申請事業所名

受任者情報
※契約にあたって権限を委任する場合に記入

商号又は名称

担当者氏名

担当者電話番号

○

共同企業体の結成に係る一切の権限

見積り及び入札に関する一切の権限

入札保証金及び契約保証金の納付並びに還付請求及び
受領に関する一切の権限

申請先地方公共団体ごとの登録先

申請先地方公共団体ごとの登録先
※申請先地方公共団体ごとに本社又は入札・契約等に関す
る権限を委任する営業所のいずれか１つを記入。

郵便番号

申請事業所FAX番号

申請事業所メールアドレス

営業所の専任技術者氏名（フリガナ）
※委任をしている場合に記入。

住所（都道府県）

住所（市区町村）

住所（町名・番地等）

建設業許可業種

方書（ビル名等）

申請事業所代表者役職

所在地

専任技術者の氏名
※委任の有無に関わらず記載

受任者氏名（フリガナ）

受任者氏名

担当部署名

営業所電話番号

営業所FAX番号

行政書士番号

代理申請人（行政書士）

商号又は名称
※行政書士法人からの代理申請の場合に記入。

氏名（フリガナ）

業種　※主な業種を１つ選択

入札及び見積りに関する事項

（委任事項）

FAX番号

申請担当者情報

担当者氏名（カナ）

入力担当者氏名

TEL

申請担当者氏名

担当者所属部署

申請担当者電話番号

申請担当者FAX番号

代金の請求及び受領に関する一切の権限

復代理人の選任及び解任に関する一切の権限

その他契約履行に関する一切の権限

郵便番号

住所（都道府県）

住所（市区町村）

入札・契約事務連絡先

電話番号

FAX番号

メールアドレス

申請事務担当者

氏名（フリガナ）

住所（町名・番地等）

氏名

電話番号

ゴム製品製造業 ゴム製品

その他

卸売

小売

ソフトウェア業又は情報処理サービス業

旅館業

氏名

部署名
※営業所等の職員が申請事務を担当している場合は、営業
所等の名称及び部署名を記入。

専任技術者の氏名

サービス業（ソフトウェア業又は情報処理サービス業を
除く）

ソフトウェア業又は情報処理サービス業

旅館業

建設業

運輸業

営業所代表者氏名

TEL

FAX

Email

営業所名

委任事項

受任者役職名

受任者氏名

営業所情報

営業所電話番号

行政書士情報

営業所FAX番号

営業所メールアドレス

営業所代表者役職名

営業所所在地

本申請に関するお問い合わせ先
 (審査終了メール送付先、不備等があった場合のご連絡先)

担当者氏名（フリガナ）

Email

連絡先情報 (認定時メール送付先、電子契約にて使用する
メールアドレス、本市との入札契約に関するお問い合わせ
先)

郵便番号

申請担当者メールアドレス

営業所郵便番号

電話番号

営業所の名称（フリガナ）

営業所の名称

※行政書士が代理申請する場合は行政書士の情報を記
入。

郵便番号

所在地

FAX番号

メールアドレス

専任技術者の資格等
※委任の有無に関わらず記載

営業所一覧　※資格付与を希望する営業所のみ記入。

営業所名

委任事項（チェック）
※チェックのない営業所の登録は不可。

うち技術職従業員数
※技術者、技術職員、技能者等の技術職従業員の
人数を入力。

支店等の代表者名のフリガナ

支店等の代表者名

所在地
支店等の所在地または住所
※建設業許可申請の際に記載している営業所所在地を記
入。

支店等の電話番号

支店等のファクシミリ番号

メールアドレス

支店等の代表者の役職名

営業所情報
※入札や契約等の権限を委任する営業所がある場合のみ登録

営業所従業員数　※申請日時点の常勤の人数を入力。

卸売業

小売業

申請先自治体ごとの委任先営業所

支店の営業建設業許可業種かつ経営事項審査を受けた業
種
※申請日時点の営業所が取得している建設業許可業種の
中で経営事項審査を受審した許可業種を入力。

氏名

申請担当者連絡先（電話番号）

担当者メールアドレス
※行政書士が代理申請する場合は担当行政書士のメール
アドレスを記入。

代理申請者（行政書士）所属

代理申請者（行政書士）氏名（フリガナ）

代理申請者（行政書士）氏名

代理申請者（行政書士）住所

申請事務担当者氏名（カナ）

申請事務担当者氏名

FAX

入力担当者部署

電話番号

物品の買受

○

メールアドレス

営業所の代表者役職
※委任をしている場合は受任者役職を記入。

郵便番号

住所（都道府県）

住所（市区町村）

住所（町名・番地等）

営業所名称

営業所一覧表　※必要書類として提出

所在地

郵便番号

申請先地方公共団体ごとの登録先
※申請先地方公共団体ごとに本社又は入札・契約
等に関する権限を委任する営業所のいずれか１つ
を記入。

営業年数

申請先地方公共団体ごとの登録先

営業所の代表者氏名（フリガナ）
※委任をしている場合は受任者氏名（フリガナ）を記
入。

営業所の代表者氏名
※委任をしている場合は受任者氏名を記入。

電話番号

FAX番号

営業所の常勤職員の人数

建設業許可業種

FAX番号

役務の提供等

住所（都道府県）

住所（市区町村）

住所（町名・番地等）

代理申請人（行政書士）

商号又は名称
※行政書士法人からの代理申請の場合に記入。

氏名（フリガナ）

氏名（フリガナ）

その他

営業所情報・受任者情報　※営業所ごとに記入

営業所の名称（フリガナ）

営業所の名称

営業所に対する入札・契約等に関する権限の委任
の有無

申請代理人電話番号申請代理人電話番号

申請代理人住所 申請代理人住所

電話番号

メールアドレス

営業所の担当部署

物品の販売

メールアドレス

申請代理人氏名

申請担当者情報

担当行政書士情報

電話番号

FAX番号

氏名

行政書士番号

申請代理人郵便番号郵便番号

氏名

部署名
※営業所等の職員が申請事務を担当している場合
は、営業所等の名称及び部署名を記入。

担当者氏名（フリガナ）

担当者氏名

主たる事業の種類　※いずれか１を選択

物品の製造

申請事務担当者

氏名（フリガナ）

氏名

所属

所在地（都道府県）

申請担当者情報 申請事務担当者

氏名（フリガナ）

氏名

部署名

営業所電話番号

営業所FAX番号

申請担当者情報（行政書士等含む。）
※事業者担当者情報と同一の場合は入力不要

※本社で申請する場合は本社の専任技術者を、委
任営業所で申請する場合は委任営業所の専任技術
者を入力。

Emailアドレス

入札・契約等の権限を委任する営業所等情報

受任者役職

担当者氏名

営業所設立年月日

担当者Emailアドレス

住所（字以降）（フリガナ含む）

入札及び見積りに関する一切の権限

復代理人選定に関する一切の権限

申請事業所代表者氏名

登録場所の専任技術者

所属事務所

氏名

行政書士情報

担当者氏名

担当者電話番号（内線含む）

役職

申請代理人氏名

申請代理人郵便番号

見積り及び入札について

申請事業所所在地

申請代理人電話番号

保証金又は還付請求並びに受領に関する事項

契約代金の請求及び受領に関する事項

申請事業所郵便番号

代理人

支店名

申請先自治体ごとの委任先営業所

担当者氏名

氏名

担当者氏名（フリガナ）

郵便番号

住所（都道府県・市区町村）(フリガナ含む )

担当者所属

申請事務担当　※行政書士の場合に記入

申請事務担当

電話番号（指名連絡用）

FAX番号

メールアドレス（指名連絡用）

電話番号

電話番号

メールアドレス

フリガナ

代理人氏名

申請代理人メールアドレス

所在地（町名、番地）

所在地（市区町村）

法人名または行政書士事務所名

担当者メールアドレス

復代理人の選任に関する事項

契約の締結及び履行に関する事項

申請代理人所在地

その他

サービス業

営業年数

営業所の建設業許可業種
※申請日時点で営業所が取得している建設業許可業種で経
営事項審査を受審したものを入力。

電話番号

メールアドレス

電話番号

FAX番号

メールアドレス

電話番号

FAX番号

担当者メールアドレス

入札・契約等の権限を営業所等に委任することの確認
※委任する/委任しない　から選択

区分（申請担当者/行政書士等）

※上記「申請者担当情報」に入力。

担当者FAX番号

入札契約担当者

製造業、建設業、運輸業及びその他の業種（上記を除
く）

電話番号

担当者氏名（フリガナ）

申請担当者情報

代金の請求及び受領に関する一切の権限

○①ⅰ
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事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択申請項目

名古屋市
盛岡市

※盛岡市に申請する場合
滋賀県

※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
物品・役務等の共通申請項目 共通 選択 山梨県市町村総合事務組合粕屋町

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と測量・建設コンサル等を同一の資格として受付

長野県
※長野県に申請する場合

建設工事の共通・選択申請項目のたたき台

17 19

○

○

○

○

20

1 ○ ②ⅱ ○

2 ○ ②ⅱ ○

3 ○ ②ⅱ ○

4

１級 1 ○ ②ⅱ ○

講習受講 2 ○ ②ⅱ ○

監理補佐 3 ○ ②ⅱ ○

基幹 4 ○ ②ⅱ ○

２級 5 ○ ②ⅱ ○

その他 6 ○ ②ⅱ ○

計

5 ○ ②ⅱ ○

6 ○ ②ⅱ ○

7 ○ ②ⅱ ○

平均利益額 8 ○ ②ⅱ ○

営業利益

審査対象事業年度

前審査対象事業年度

減価償却実施額

審査対象事業年度

前審査対象事業年度

9 ○ ②ⅰ ○

10 ○ ②ⅱ ○

11 ○ ②ⅱ ○

12 ○ ②ⅱ ○

営業年数
※総合評定値通知書に記載の営業年数を記入。

営業年数
※総合評定値通知書に記載の営業年数を記入。

営業年数

払込資本金

基幹

二級

その他

自己資本
※審査対象事業年度分の自己資本額（総合評定値通知書の
自己資本額）、または２年平均の自己資本額で申請する場合
は2 年分の自己資本額（経営規模評価申請書の各年度自己資
本の金額）を入力。

申請業種希望工種

決算日（審査基準日）

完成工事高の計算方法（２年平均/３年平均）

評点（Y点）

評点（X２点）

評点（W）

評点（Z）

技術職員数（一級）　※人数を記入。

技術職員数（講習受講）　※人数を記入。

計

２級

その他

希望工種ごとの年間平均完成工事高
※希望業種は建設業29業種の業種区分とは異なる。
※希望工種以外の完成工事高については、「その他」に一括
計上して記入。

営業年数
※総合評定値通知書に記載の営業年数を記入。

営業年数
※総合評定値通知書に記載の営業年数を記入。

建設業退職金共済加入（有無）

合計
※上記の合計を記入。

基幹

経営事項審査対象事業年度の前審査対象事業年度完
成工事高
※希望する業種ごとに記入。
※総合評定値請求時に添付した「工事種類別完成工事
高・工事種類別元請完成工事高（別紙一）」の「審査対象
事業年度の前審査対象事業年度」欄に記載した「工事
種類別完成工事高」を記入。

完成工事高　※種類（工事種別）ごとに記入。

経営事項審査の審査基準日

技術職員数（監理技術者補佐）　※人数を記入。

企業基本情報（建設工事）

自己資本額

競争参加資格希望工種区分
※建設業法の業種区分とは異なる。
※希望工種と併せて申請を希望する部局も選択。

営業年数
※総合評定値通知書に記載の営業年数を記入。

営業年数
※経営事項審査申請書（別紙３）に記載の営業年数を記入。

講習受講

監理補佐

経営審査事項情報　※総合評定値通知書の内容を記入。

経営状況（評点Y）
※共同企業体又は官公需適格組合の構成員ごとに
記入。

技術職員数（二級）　※人数を記入。

共同企業体等調書

※申請者が共同企業体である場合又は官公需適格
組合で総合数値の算定等の特例扱いを希望する場
合記入。

技術職員の人数
※共同企業体又は官公需適格組合の構成員単位
で建設業法の業種区分（29業種）ごと人数を記入。

自己資本額
※経常建設共同企業体又は事業協同組合の構成員ご
とに記入。

経営事項審査対象事業年度の完成工事高
※希望する業種ごとに記入。
※総合評定値請求時に添付した「工事種類別完成工事
高・工事種類別元請完成工事高（別紙一）」の「審査対象
事業年度」欄に記載した「工事種類別完成工事高」を記
入。

利益額
※経常建設共同企業体又は事業協同組合の構成員ご
とに記入。

資本金額　※個人の場合は記入不要。

技術職員数（その他）　※人数を記入。

技術職員の人数
※建設工事の種類（29業種）ごとに構成員単位で人数を
記入

資本金額

会社全体の売上高（直前１年）

技術職員数（基幹）　※人数を記入。

利払前税引前償却前利益（２年平均）
※上記の数値により自動計算

元請総完成工事高

２級技術者数　※希望工種ごとに記入。

その他技術者数　※希望工種ごとに記入。

技術職員の人数
※工種ごとに人数を記入。

経営事項審査の審査基準日

希望する工種

※希望する工種の具体的な内容については、別途検討。

経営状況（評点Y）

資本金額

利益額

経審総合評定値（P）
※希望工種ごとに記入。

工事実績平均完成工事高
※希望工種ごとに記入。

１級技術者数　※希望工種ごとに記入。

※希望順に申請業種を選択

建設業区分（一般/特定）
※登録を希望する工種に記入。

資本金

完成工事高と希望業種

その他の評価項目（評点W）

一級

業種名
※建設業法の業種区分とは異なる。

１級

※「港湾空港関係」５工種への申請を希望する経常建設
共同企業体である場合又は「港湾空港関係」５工種への
申請を希望する事業協同組合で総合数値の算定等の
特例扱いを希望する場合に記入。

評点（X1）

元請完成工事高（平均）

登録を希望する工種
※「29業種＋その他」から希望する業種を選択。

許可区分（一般/特定）
※希望する工種ごとに記入。

種類（工事種別）

許可区分（一般/特定）

総合評定値（P）

完成工事高（平均）

登録を希望する工種
※29業種からチェック

技術職員区分とその人数
※申請を希望する工種及び下記の技術職員区分ごとに記
入。
※技術職員区分
１：監理技術者資格者証を保有（実務経験による取得も含
む）し、監理技術者講習を修了している者
２：上記「１」に該当しない者のうち、資格コード表のⅠまたは
Ⅱに○のついている資格を保有している者
３：上記「１」に該当しない者のうち、資格コード表のⅢに○の
ついている資格を保有している者

申請を希望する工種

年間平均完成工事高
※希望工種区分ごとに記入。
※希望工種区分の完成工事高は「その他」に一括計上
して記入。

合計
※上記の合計を記入。

競争参加資格希望工種区分
※希望工種と併せて申請を希望する部局も選択。

営業品目の希望順位
※地方公共団体が必要に応じて営業品目（大分類）
ごとに５位まで記入。
※申請先地方公共団体ごとに記入可能。

取扱いメーカー
※営業品目（小分類）ごとに記入。

共同企業体等調書

希望する営業品目

希望する営業品目（大分類）
※申請先地方公共団体ごとに選択可能。

希望する営業品目（小分類）
※申請先地方公共団体ごとに選択可能。

※資格付与を希望する業種（建設業法の29業種）は、下記で
完成工事高を記入。

総合評定値（P）
※希望する工種ごとに記入。

完成工事高（２（３）年平均）
※希望する工種ごとに記入。

技術職員数
※希望する工種ごとに記入。

申請業種
※建設業法の業種区分とは異なる。

基準日直前１年の総売上高　※経審の売上高を記入。
※再掲

審査基準日 経営事項審査の審査基準日

希望工種
※29業種から希望の有無を選択。

希望順位
※４位まで記入。

その他の評価項目（評点W）
※共同企業体又は官公需適格組合の構成員ごとに
記入。

平均完成工事高
※希望する業種ごとに記入。

自己資本額
※共同企業体又は官公需適格組合の構成員ごとに
記入。

利益額
※共同企業体又は官公需適格組合の構成員ごとに
記入。

売上高

年間平均元請完成工事高
※工種ごとに記入

年間平均完成工事高
※工種ごとに記入。

建設業許可
※許可番号を希望工種ごとに記入。

経営状況（評点Y）
※共同企業体又は官公需適格組合の構成員ごとに記
入。

その他の評価項目（評点W）
※共同企業体又は官公需適格組合の構成員ごとに記
入。

１級

講習受講

監理補佐

基幹

２級

その他

自己資本額

経営事項審査情報
※総合評定値通知書に記載の数値等を記入。

総合評定値（P）
※工種ごとに記入。
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事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択申請項目

名古屋市
盛岡市

※盛岡市に申請する場合
滋賀県

※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
物品・役務等の共通申請項目 共通 選択 山梨県市町村総合事務組合粕屋町

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と測量・建設コンサル等を同一の資格として受付

長野県
※長野県に申請する場合

建設工事の共通・選択申請項目のたたき台

件数

工事高

件数

工事高

件数

工事高

件数

工事高

件数

工事高

件数

工事高

件数

工事高

件数

工事高

件数

工事高

件数

工事高

件数

工事高

件数

工事高

件数

工事高

件数

工事高

件数

工事高

件数

工事高

件数

工事高

件数

工事高

件数

工事高

件数

工事高

都区市町村発注年間平均完成工事高

件数

工事高

件数

工事高

件数

工事高

都区市町村発注年間平均元請完成工事高

件数

工事高

都区市町村発注元請完成工事高

総完成工事高

完成工事高

合計
※上記の合計を記入。

実績高整理表

細分化業種ごとの前年度実績
※１期前の工事高を記入。
※細分化業種は、建設業29業種の業種区分とは異なる。

都区市町村発注完成工事高

元請総完成工事高

共同運営申請営業所元請完成工事高

年間完成工事(完成)高（消費税抜き）

完成工事高平均年数（２年/３年）

前々審査対象事業年度の申請業種ごとの年間完成工事
高・年間元請完成工事高
※３年平均の場合のみ記入
※申請業種は、建設業29業種の業種区分とは異なる。

都区市町村発注完成工事高

総完成工事高

共同運営申請営業所完成工事高

細分化業種ごとの完成工事高
※直前決算（審査基準日決算）の工事高を入力。
※細分化業種は、建設業29業種の業種区分とは異なる。

経営事項審査における計算基準の区分
（２年平均/３年平均）

細分化業種ごとの前々年度実績
※２期前の工事高を記入。
※経審における計算基準が３年平均の場合。
※細分化業種は、建設業29業種の業種区分とは異なる。

元請総完成工事高

共同運営申請営業所元請完成工事高

審査対象事業年度の申請業種ごとの年間完成工事高・年
間元請完成工事高
※申請業種は、建設業29業種の業種区分とは異なる。

共同運営申請営業所完成工事高

元請総完成工事高

共同運営申請営業所元請完成工事高

都区市町村発注元請完成工事高

前審査対象事業年度の申請業種ごとの年間完成工事高・
年間元請完成工事高
※申請業種は、建設業29業種の業種区分とは異なる。

共同運営申請営業所完成工事高

都区市町村発注元請完成工事高

申請業種ごとの年間平均完成工事高・年間平均元請完成
工事高
※申請業種は、建設業29業種の業種区分とは異なる。

年間平均総完成工事高

共同運営申請営業所年間平均完成工事高

年間平均元請総完成工事高

共同運営申請営業所年間平均元請完成工事高

希望工種ごとの年間平均完成工事高
※希望業種は建設業29業種の業種区分とは異なる。
※希望工種以外の完成工事高については、「その他」に
一括計上して記入。

都区市町村発注完成工事高
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事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択申請項目

名古屋市
盛岡市

※盛岡市に申請する場合
滋賀県

※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
物品・役務等の共通申請項目 共通 選択 山梨県市町村総合事務組合粕屋町

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と測量・建設コンサル等を同一の資格として受付

長野県
※長野県に申請する場合

建設工事の共通・選択申請項目のたたき台

21

1 ○ ②ⅱ ○

2 ○ ②ⅱ ○

3 ○ ②ⅱ ○

4 ○ ②ⅱ ○

5

1 ○ ②ⅱ ○

2 ○ ②ⅱ ○

3 ○ ②ⅱ ○

4 ○ ②ⅱ ○

5 ○ ②ⅱ ○

施工管理技士 (建設業法)

6 ○ ②ⅱ ○

7 ○ ②ⅱ ○

土木施工管理技士一級 一級土木施工管理技士 8 ○ ②ⅱ ○

土木施工管理技士二級 二級土木施工管理技士 ２級土木施工管理技士 9 ○ ②ⅱ ○

土木 土木 土木 土木

鋼構造物塗装 鋼構造物塗装 鋼構造物塗装 鋼構造物塗装

薬液注入 薬液注入 薬液注入 薬液注入

土木

鋼構造物塗装

薬液注入

建築施工管理技士一級 一級建築施工管理技士 １級建築施工管理技士 10 ○ ②ⅱ ○

１級建築施工管理技士補

建築施工管理技士二級 二級建築施工管理技士 ２級建築施工管理技士 11 ○ ②ⅱ ○

建築 建築 建築 建築

躯体 躯体 躯体 躯体

仕上げ 仕上げ 仕上げ 仕上げ

２級建築施工管理技士補

電気工事施工管理技士一級 12 ○ ②ⅱ ○

電気工事施工管理技士二級 13 ○ ②ⅱ ○

管工事施工管理技士一級 14 ○ ②ⅱ ○

管工事施工管理技士二級 15 ○ ②ⅱ ○

電気通信工事施工管理技士 16 ○ ②ⅱ ○

電気通信工事施工管理技士二級 17 ○ ②ⅱ ○

造園施工管理技士一級 18 ○ ②ⅱ ○

造園施工管理技士二級 19 ○ ②ⅱ ○

技術士 技術士法「技術士試験」 (技術士法)

総合技術監理部門

建設部門に係る選択科目のうち「鋼構造及びコ
ンクリート以外のもの」

20 ○ ②ⅱ ○

「鋼構造及びコンクリート」 21 ○ ②ⅱ ○

「農業農村工学」 22 ○ ②ⅱ ○

電気電子部門に係る選択科目 23 ○ ②ⅱ ○

機械部門に係る選択科目のうち「流体機器」又
は「熱・動力エネルギー機器」以外のもの

24 ○ ②ⅱ ○

「流体機器」又は「熱・動力エネルギー機器」 25 ○ ②ⅱ ○

上下水道部門に係る選択科目のうち「上水道及
び工業用水道」以外のもの

26 ○ ②ⅱ ○

「上水道及び工業用水道」 27 ○ ②ⅱ ○

28 ○ ②ⅱ ○

「林業・林産」 29 ○ ②ⅱ ○

「森林土木」 30 ○ ②ⅱ ○

衛生工学に係る選択科目のうち「水質管理」、
「廃棄物・資源循環」以外のもの

31 ○ ②ⅱ ○

「水質管理」 32 ○ ②ⅱ ○

「廃棄物・資源循環」 33 ○ ②ⅱ ○

建設

その他 34 ○ ②ⅱ ○

 「鋼構造及びコンクリ－ト」 35 ○ ②ⅱ ○

農業

 「農業農村工学」 36 ○ ②ⅱ ○

電気電子部門 37 ○ ②ⅱ ○

機械

その他 38 ○ ②ⅱ ○

 「流体機器」又は「熱・動力エネルギー機器」 39 ○ ②ⅱ ○

上下水道

その他 40 ○ ②ⅱ ○

「上水道及び工業用水道」 41 ○ ②ⅱ ○

42 ○ ②ⅱ ○

森林

「林業・林産」 43 ○ ②ⅱ ○

「森林土木」 44 ○ ②ⅱ ○

衛生工学

その他 45 ○ ②ⅱ ○

一級電気通信工事施工管理技士

森林『森林土木』・総合技術監理

衛生工学『水質管理』・総合技術監理

衛生工学・総合技術監理

二級電気通信工事施工管理技士

一級造園施工管理技士

二級造園施工管理技士

一級建設機械施工技士

二級建設機械施工技士(第１種～第６種)

総合技術監理（森林「森林土木」）

総合技術監理（衛生工学）

総合技術監理（衛生工学「水質管理」）

総合技術監理（衛生工学「廃棄物・資源循環」）

総合技術監理（農業「農業農村土木」）

衛生工学「水質管理」・総合技術監理（衛生工学「水
質管理」）

森林「林業・水産」

森林「森林土木」

衛生工学

総合技術監理（機械「流体機器」又は「熱・動力エネ
ルギー機器」）

総合技術監理（上下水道）

総合技術監理（「上水道及び工業用水道」）

総合技術監理（水産「水産土木」）

総合技術監理（森林「林業・林産」）

技術者情報

上下水道・総合技術監理（上下水道）

１級造園施工管理技士補

上下水道「上水道及び工業用水道」・総合技術監理
（「上水道及び工業用水道」）

水産「水産土木」・総合技術監理（水産「水産土木」）

森林「林業」・総合技術監理（森林「林業」）

森林「森林土木」・総合技術監理（森林「林業」）

衛生工学・総合技術監理（衛生工学）

上下水道「上水道及び工業用水道」・総合技術監理
（「上水道及び工業用水道」）※再掲

上下水道・総合技術監理（上下水道）※再掲

森林「林業」・総合技術監理（森林「林業」）※再掲

総合技術監理（建設）

総合技術監理（建設「鋼構造及びコンクリート」）

総合技術監理（電気電子）

機械・総合技術監理（機械）

水産「水産土木」

衛生工学『廃棄物管理』・総合技術監理

建設『鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ』

建設機械施工管理技士一級

建設機械施工管理技士二級

建設

建設『鋼構造及びコンクリート』・総合技術監理

建設・総合技術監理

農業『農業土木』・総合技術監理

電気電子・総合技術監理

建設業法第７条第２号ロ該当【実務10 年】

建設業法第15 条第２号ハ該当(同号イと同等以上)

建設業法第15 条第２号ハ該当(同号ロと同等以上)

建設業法「技術検定」

機械『流体工学』又は『熱工学』・総合技術監理

女性技術者（有無）

経営事項審査技術職員名簿への記載（有無）

一級管工事施工管理技士

採用年月日

建設業法第７条第２号イ該当【実務３年または５年】

衛生工学

水産『水産土木』

機械・総合技術監理

機械・総合技術監理（機械）※再掲

森林「森林土木」・総合技術監理（森林「林業」）※再
掲

建設・総合技術監理（建設）※再掲

衛生工学「廃棄物管理」・総合技術監理（衛生工学
「廃棄物管理」）

建設「鋼構造及びコンクリート」・
総合技術監理（「鋼構造及びコンクリート」）※再掲

農業「農業土木」・総合技術監理（農業「農業土木」）
※再掲

電気電子・総合技術監理（電気電子）※再掲

２級造園施工管理技士補

建設・総合技術監理（建設）

建設「鋼構造及びコンクリート」・
総合技術監理（「鋼構造及びコンクリート」）

農業「農業土木」・総合技術監理（農業「農業土木」）

電気電子・総合技術監理（電気電子）

機械「流体工学」又は「熱工学」・総合技術監理（機
械「流体工学」又は「熱工学」）

機械・総合技術監理（機械）

機械「流体工学」又は「熱工学」・総合技術監理（機
械「流体工学」又は「熱工学」）※再掲

氏名（フリガナ）

生年月日

雇用年月日

氏名

氏名（フリガナ）

生年月日

雇用年月日

１級建設機械施工技士

２級建設機械施工技士(第１種～第６種)

有資格者区分コード

建設業法第７条第２号イ該当
（指定学科卒業＋実務経験）

１級土木施工管理技士

１級土木施工管理技士補

氏名

建設

建設「鋼構造及びコンクリート」

農業「農業農村土木」

電気電子

機械

機械「流体機器」又は「熱・動力エネルギー機器」

上下水道

上下水道「上水道及び工業用水道」

一級土木施工管理技士

二級土木施工管理技士

建設業法第15 条第２号ハ該当(同号イと同等以上)

一級管工事施工管理技士

二級管工事施工管理技士

建設部門

衛生工学部門

免許取得技術者数
※人数を記入。

二級電気通信工事施工管理技士

技術士

一級建築施工管理技士

二級建築施工管理技士

水道部門

一級造園施工管理技士

林業部門

農業部門

電気・電子部門

機械部門

上下水道・総合技術監理

森林『林業』・総合技術監理

水産『水産土木』・総合技術監理

一級電気工事施工管理技士

二級電気工事施工管理技士

機械『流体工学』又は『熱工学』

機械

上下水道『上水道及び工業用水道』

上下水道

森林『林業』

森林『森林土木』

１級管工事施工管理技士

２級管工事施工管理技士

１級管工事施工管理技士補

２級管工事施工管理技士補

２級造園施工管理技士二級造園施工管理技士

二級管工事施工管理技士

一級電気工事施工管理技士

上下水道『上水道及び工業用水道』・総合技術監理

業態調書（「道路・河川・官庁営繕・公園関係」その１）
※必要書類として提出。
※技術者の人数を記入。

資格コード/資格名
※入札参加資格申請に必要な資格を選択。
※技術者１人につき、５つの資格を記入可能。

二級電気工事施工管理技士

生年月日

一級電気通信工事施工管理技士

氏名

現住所　※市町まで記入。

所属営業所

農業『農業土木』

電気電子

一級建設機械施工技士

二級建設機械施工技士

技術者数　※人数を記入。技術者情報　※個々の技術者の情報を記入

建設業法第15 条第２号ハ該当(同号ロと同等以上)

２級電気工事施工管理技士

１級電気工事施工管理技士補

建設業法第７条第２号ロ該当（10年の実務経験）

１級電気通信工事施工管理技士

２級電気通信工事施工管理技士

１級造園施工管理技士

１級建設機械施工技士

２級建設機械施工技士(第１種～第６種)

水産「水産土木」・総合技術監理（水産「水産土木」）
※再掲

衛生工学・総合技術監理（衛生工学）※再掲

建築業法施行令第28条該当
（主任技術者となる資格を有し、一級技士補である者等）

建設業法

２級土木施工管理技士補

１級電気工事施工管理技士

２級電気工事施工管理技士補

技術者情報　※個々の技術者の情報を記入

１級電気工事施工管理技士

２級電気工事施工管理技士

１級建築施工管理技士

技術者資格
※技術者ごとに所有している資格を選択。

建設業法第７条第２号イ該当
（指定学科卒業＋実務経験）

建設業法第７条第２号ロ該当（10年の実務経験）

建設業法第15 条第２号ハ該当(同号イと同等以上)

建設業法第15 条第２号ハ該当(同号ロと同等以上)

建築業法施行令第28条該当
（主任技術者となる資格を有し、一級技士補である
者等）

２級管工事施工管理技士

１級電気通信工事施工管理技士

２級電気通信工事施工管理技士

１級造園施工管理技士

２級造園施工管理技士

技術士法　※（）は部門、「」は選択科目

２級土木施工管理技士

１級土木施工管理技士

２級建築施工管理技士

１級管工事施工管理技士
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事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択申請項目

名古屋市
盛岡市

※盛岡市に申請する場合
滋賀県

※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
物品・役務等の共通申請項目 共通 選択 山梨県市町村総合事務組合粕屋町

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と測量・建設コンサル等を同一の資格として受付

長野県
※長野県に申請する場合

建設工事の共通・選択申請項目のたたき台

「水質管理」 46 ○ ②ⅱ ○

「廃棄物・資源循環」 47 ○ ②ⅱ ○

建築士等 建築士法「建築士試験」 （建築士法）

建築士

一級建築士 48 ○ ②ⅱ ○

二級建築士 ２級建築士 49 ○ ②ⅱ ○

木造建築士 木造建築士 50 ○ ②ⅱ ○

建築設備士

電気工事士法「電気工事士試験」 電気工事士法 （電気工事士法）　※【】は実務経験年数

第一種電気工事士 51 ○ ②ⅱ ○

第二種電気工事士 【実務３年】 52 ○ ②ⅱ ○

電気事業法『電気主任技術者国家試験等』 電気事業法 （電気事業法）　※【】は実務経験年数

53 電気主任技術者(第１種～第３種)【５年】 ○ ②ⅱ ○

電気通信事業法『電気通信主任技術者試験』 電気通信事業法 （電気通信事業法）　※【】は実務経験年数

54 電気通信主任技術者 【５年】 ○ ②ⅱ ○

55 工事担当者【３年】 ○ ②ⅱ ○

水道法『給水装置工事主任技術者試験』 水道法 （水道法）　※【】は実務経験年数

56 給水装置工事主任技術者【１年】 ○ ②ⅱ ○

消防法『消防設備士試験』 消防法 （消防法）

甲種消防設備士 甲種消防設備士 57 甲種消防設備士 ○ ②ⅱ ○

乙種消防設備士 乙種消防設備士 58 乙種消防設備士 ○ ②ⅱ ○

職業能力開発促進法『技能検定』

ウェルポイント施工 ウェルポイント施工（１級） 59 ウェルポイント施工（１級） ○ ②ⅱ ○

ウェルポイント施工２級【実務３年】 ウェルポイント施工（２級） 60 ウェルポイント施工（２級）【３年】 ○ ②ⅱ ○

路面標示施工 路面標示施工 61 路面標示施工 ○ ②ⅱ ○

建築大工 建築大工（１級） 62 建築大工（１級） ○ ②ⅱ ○

建築大工２級【実務３年】 建築大工（２級） 63 建築大工（２級）【３年】 ○ ②ⅱ ○

型枠施工 型枠施工（１級） 64 型枠施工（１級） ○ ②ⅱ ○

型枠施工２級【実務３年】 型枠施工（２級） 65 型枠施工（２級）【３年】 ○ ②ⅱ ○

左官 左官（１級） 66 左官（１級） ○ ②ⅱ ○

左官２級【実務３年】 左官（２級） 67 左官（２級）【３年】 ○ ②ⅱ ○

とび・とび工 とび・とび工（１級） 68 とび・とび工（１級） ○ ②ⅱ ○

とび・とび工２級【実務３年】 とび・とび工（２級） 69 とび・とび工（２級）【３年】 ○ ②ⅱ ○

コンクリート圧送施工 コンクリート圧送施工（１級） 70 コンクリート圧送施工（１級） ○ ②ⅱ ○

コンクリート圧送施工２級【実務３年】 コンクリート圧送施工（２級） 71 コンクリート圧送施工（２級）【３年】 ○ ②ⅱ ○

冷凍空気調和機器施工・空気調和設備配管 冷凍空気調和機器施工・空気調和設備配管（１級） 72 冷凍空気調和機器施工・空気調和設備配管（１級） ○ ②ⅱ ○

73 ○ ②ⅱ ○

74 ○ ②ⅱ ○

75 ○ ②ⅱ ○

76 ○ ②ⅱ ○

77 ○ ②ⅱ ○

78 ○ ②ⅱ ○

79 ○ ②ⅱ ○

80 ○ ②ⅱ ○

81 ○ ②ⅱ ○

82 ○ ②ⅱ ○

83 ○ ②ⅱ ○

84 ○ ②ⅱ ○

85 ○ ②ⅱ ○

86 ○ ②ⅱ ○

87 ○ ②ⅱ ○

88 ○ ②ⅱ ○

89 ○ ②ⅱ ○

90 ○ ②ⅱ ○

91 ○ ②ⅱ ○

92 ○ ②ⅱ ○

93 ○ ②ⅱ ○

94 ○ ②ⅱ ○

95 ○ ②ⅱ ○

96 ○ ②ⅱ ○

97 ○ ②ⅱ ○

電気主任技術者(第１種～第３種)【実務５年】

衛生工学「水質管理」

鉄筋組立て・鉄筋施工（１級）

鉄筋組立て・鉄筋施工（２級）

工場板金（１級）

工場板金（２級）

板・建築板金・板金工(１級)

二級建築士

石工・石材施工・石積み（１級）

冷凍空気調和機器施工・空気調和設備配管２級【実
務３年】

電気通信主任技術者 【実務５年】

衛生工学『水質管理』

衛生工学『廃棄物管理』

給排水衛生設備配管

給排水衛生設備配管２級【実務３年】

配管(選択科目『建築配管作業』)・配管工

鉄工・製罐（１級）

鉄工・製罐（２級）

タイル張り・タイル張り工(１級）

タイル張り・タイル張り工（２級）

築炉・築炉工・れんが積み（１級）

築炉・築炉工・れんが積み（２級）

ブロック建築・ブロック建築工・コンクリート積みブ
ロック施工（１級）

ブロック建築・ブロック建築工・コンクリート積みブ
ロック施工（２級）

消防設備士

その他の部門

電気主任技術者(１種～３種）　※各種記入。

電気通信主任技術者

一級建築士

給水装置工事主任技術者

ブロック建築・ブロック建築工２級【実務３年】

石工・石材施工・石積み

石工・石材施工・石積み２級【実務３年】

工場板金

工場板金２級【実務３年】

板金(選択科目『建築板金作業』)・建築板金(選択科
目『内外装板金作業』)・板金工(選択科目『建築板金
作業』)

板金(選択科目『建築板金作業』)・建築板金(選択科
目『内外装板金作業』)・板金工(選択科目『建築板金
作業』)２級【実務３年】

板金・板金工・打出し板金

板金・板金工・打出し板金２級【実務３年】

タイル張り・タイル張り工

タイル張り・タイル張り工２級【実務３年】

築炉・築炉工・れんが積み

築炉・築炉工２級【実務３年】

ブロック建築・ブロック建築工・コンクリート積みブ
ロック施工

給水装置工事主任技術者【実務１年】

配管・配管工（２級）

鉄工(選択科目『製缶作業』又は『構造物鉄工作
業』)・製罐

一種電気工事士

二種電気工事士 

鉄工(選択科目『製缶作業』又は『構造物鉄工作
業』)・製罐２級【実務３年】

鉄筋組立て・鉄筋施工(選択科目『鉄筋施工図作成
作業』および『鉄筋組立て作業』)

一級建築士

配管(選択科目『建築配管作業』)・配管工２級【実務
３年】

建築板金(選択科目『ダクト板金作業』)

建築板金(選択科目『ダクト板金作業』)２級【実務３
年】

二級建築士

木造建築士

鉄筋組立て・鉄筋施工(選択科目『鉄筋施工図作成
作業』および『鉄筋組立て作業』)２級【実務３年】

建築板金「ダクト板金作業」（２級）【３年】

タイル張り・タイル張り工(１級）

ブロック建築・ブロック建築工・コンクリート積みブ
ロック施工（２級）【３年】

石工・石材施工・石積み（１級）

衛生工学「水質管理」・総合技術監理（衛生工学「水
質管理」）※再掲

衛生工学「廃棄物管理」・総合技術監理（衛生工学
「廃棄物管理」）※再掲

電気主任技術者(第１種～第３種)【５年】

電気通信主任技術者 【５年】

・第１希望工種の１級技術者数
・第１希望工種の２級技術者数
・第１希望工種のその他技術者数
・第２希望工種の１級技術者数
・第２希望工種の２級技術者数
・第２希望工種のその他技術者数
・第３希望工種の１級技術者数
・第３希望工種の２級技術者数
・第３希望工種のその他技術者数
・第４希望工種の１級技術者数
・第４希望工種の２級技術者数
・第４希望工種のその他技術者数

職業能力開発促進法
※等級区分が2級の場合は、合格後3年以上の実
務経験を要する。

板・建築板金・板金工(２級)

板金・板金工・打出し板金(１級)

板金・板金工・打出し板金(２級)

建築板金「ダクト板金作業」(１級）

工事担当者【3年】

給水装置工事主任技術者【１年】

冷凍空気調和機器施工・空気調和設備配管（２級）

給排水衛生設備配管（１級）

給排水衛生設備配管（２級）

配管・配管工（１級）

１級建築士

建築士法

建築板金「ダクト板金作業」(２級）

第１種電気工事士

第２種電気工事士【３年】

工場板金（１級）

工場板金（２級）【３年】

板・建築板金・板金工(１級)

板・建築板金・板金工（２級）【３年】

石工・石材施工・石積み（２級）

１級建築士

２級建築士

木造建築士

第１種電気工事士

築炉・築炉工・れんが積み（２級）【３年】

ブロック建築・ブロック建築工・コンクリート積みブ
ロック施工（１級）

給排水衛生設備配管（２級）【３年】

配管・配管工（１級）

板金・板金工・打出し板金(１級)

板金・板金工・打出し板金（２級）【３年】

(職業能力開発促進法)
※【】は実務経験年数
※等級区分が２級の場合は、合格後２年以上の実
務経験を要する。

衛生工学「廃棄物・資源循環」

タイル張り・タイル張り工（２級）【３年】

築炉・築炉工・れんが積み（１級）

石工・石材施工・石積み（２級）【３年】

鉄工・製罐（１級）

鉄工・製罐（２級）【３年】

鉄筋組立て・鉄筋施工（１級）

鉄筋組立て・鉄筋施工（２級）【３年】

第２種電気工事士【３年】

冷凍空気調和機器施工・空気調和設備配管（２級）
【３年】

給排水衛生設備配管（１級）

配管・配管工（２級）【３年】

建築板金「ダクト板金作業」(１級）
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事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択申請項目

名古屋市
盛岡市

※盛岡市に申請する場合
滋賀県

※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
物品・役務等の共通申請項目 共通 選択 山梨県市町村総合事務組合粕屋町

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と測量・建設コンサル等を同一の資格として受付

長野県
※長野県に申請する場合

建設工事の共通・選択申請項目のたたき台

98 ○ ②ⅱ ○

99 ○ ②ⅱ ○

100 ○ ②ⅱ ○

101 ○ ②ⅱ ○

102 ○ ②ⅱ ○

103 ○ ②ⅱ ○

104 ○ ②ⅱ ○

105 ○ ②ⅱ ○

106 ○ ②ⅱ ○

107 ○ ②ⅱ ○

108 ○ ②ⅱ ○

109 ○ ②ⅱ ○

110 ○ ②ⅱ ○

111 ○ ②ⅱ ○

112 ○ ②ⅱ ○

113 ○ ②ⅱ ○

114 ○ ②ⅱ ○

115 ○ ②ⅱ ○

116 ○ ②ⅱ ○

117 ○ ②ⅱ ○

118 ○ ②ⅱ ○

119 ○ ②ⅱ ○

120 ○ ②ⅱ ○

121 ○ ②ⅱ ○

122 ○ ②ⅱ ○

123 ○ ②ⅱ ○

124 ○ ②ⅱ ○

125 ○ ②ⅱ ○

126 ○ ②ⅱ ○

127 ○ ②ⅱ ○

128 ○ ②ⅱ ○

解体工事 解体工事 129 解体工事 ○ ②ⅱ ○

基幹技能者 基幹技能者 130 基幹技能者 ○ ②ⅱ ○

6 ○ ②ⅱ ○

営業所専任技術者の別

監理技術者資格者証の有無 7 ○ ②ⅱ ○

8

1 ○ ②ⅱ ○

2 ○ ②ⅱ ○

3 ○ ②ⅱ ○

4 ○ ②ⅱ ○

5 ○ ②ⅱ ○

6 ○ ②ⅱ ○

7 ○ ②ⅱ ○

8 ○ ②ⅱ ○

9

1 ○ ②ⅱ ○

2 ○ ②ⅱ ○

3 ○ ②ⅱ ○

18

直前々年度決算

決算期間の年月
（令和○年○月から令和○年○月まで）

○

売上（収入）金額 ○

営業品目（大分類）ごとの売上（収入）金額 ○

直前年度決算

決算期間の年月
（令和○年○月から令和○年○月まで）

○

売上（収入）金額 ○

営業品目（大分類）ごとの売上（収入）金額 ○

前２か年間の平均実績高

前２か年間の平均実績高 ○

営業品目（大分類）ごとの前２か年間の平均実
績高

○

建築設備士

防水施工

路面標示施工技能士（有無）
※滋賀県への参加希望工事が「交通安全施設工事」の「塗
装」の場合は、「路面標示施工技能士」の資格を有する技術
者の配置が必要。

鋼構造物

舗装

電気

監理技術者
※人数を記入。
※指定建設業種に限る。

実人員

土木工事業

※売上高については、「経営事項審査情報」の項目で別途設定し
ていることから、ここでは抽出していない。

造園（２級）【３年】

建築工事業

管工事業

鋼構造物工事業

舗装工事業

電気工事業

造園工事業

売上高

建具製作・建具工・木工・カーテンウォール施工・
サッシ施工(１級)

内装仕上げ施工・カーテン施工・天井仕上げ施工・
床仕上げ施工・表装・表具・表具工（２級）【３年】

内装仕上げ施工・カーテン施工・天井仕上げ施工・
床仕上げ施工・表装・表具・表具工(１級)

金属塗装・金属塗装工（２級）【３年】

噴霧塗装(１級)

噴霧塗装（２級）【３年】

畳製作・畳工(１級)

畳製作・畳工（２級）【３年】

路面標示施工

土木

建築

管

熱絶縁施工２級【実務３年】

建具製作・建具工・木工(選択科目『建具製作作
業』)・カーテンウォール施工・サッシ施工

※「道路･河川･官庁営繕･公園関係」への申請を希望す
る場合及び港湾空港関係５工種以外の工事への申請を
希望する場合に記入。

 施工管理技士・技術士・建築士等の合計

実人数

監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証の所
持者数
※経営事項審査申請書の技術職員名簿（別紙二）の「監
理技術者資格者証交付番号」欄に同交付番号が記載さ
れている技術者のうち、監理技術者講習修了証を所持し
ている技術者を集計し､合計人数を記入｡

舗装施工管理技術者（有無）
※舗装の業種に配置する者で舗装施工管理技術者の資格
を取得している場合は必ず「有」を選択。

配水管施工士

建築設備士【実務１年】

舗装施工管理技術者（有無）

熱絶縁施工（２級）【３年】

１人１業種の場合の選択業種（参加希望工事）
技術職員１人につき配置できる参加希望工事は１種類の
み。技術者を配置する業種を選択。

実務経験の場合の対応許可業種
※実務経験のみで配置技術者としての資格を取得した業種
については、対応許可業種を入力。

監理技術者の有無
※監理技術者資格者証を保有（実務経験による取得も含む）
し、監理技術者講習を修了している方は「有」を選択

建具製作・建具工・木工(選択科目『建具製作作
業』)・カーテンウォール施工・サッシ施工２級【実務３
年】

造園

造園２級【実務３年】

建築塗装・建築塗装工（１級）

防水施工２級【実務３年】

さく井２級【実務３年】

地すべり防止工事【実務１年】

基礎ぐい工事

かわらぶき・スレート施工２級【実務３年】

ガラス施工

ガラス施工２級【実務３年】

塗装・木工塗装・木工塗装工

建築塗装・建築塗装工２級【実務３年】

金属塗装・金属塗装工

金属塗装・金属塗装工２級【実務３年】

噴霧塗装

１級舗装施工管理技術者の人数
※参加希望工事を「舗装工事」としている者のうち、舗装施工
管理技術者１級の資格者の人数をそれぞれ入力。

かわらぶき・スレート施工

さく井(１級)

さく井(２級)

かわらぶき・スレート施工(２級)

ガラス施工（１級）

ガラス施工（２級）

塗装・木工塗装・木工塗装工（１級）

塗装・木工塗装・木工塗装工（２級）塗装・木工塗装・木工塗装工２級【実務３年】

建築塗装・建築塗装工

２級舗装施工管理技術者の人数
※参加希望工事を「舗装工事」としている者のうち、舗装施工
管理技術者２級の資格者の人数をそれぞれ入力。

防水施工(２級)

さく井

噴霧塗装２級【実務３年】

畳製作・畳工

畳製作・畳工２級【実務３年】

内装仕上げ施工・カーテン施工・天井仕上げ施工・
床仕上げ施工・表装・表具・表具工

内装仕上げ施工・カーテン施工・天井仕上げ施工・
床仕上げ施工・表装・表具・表具工２級【実務３年】

熱絶縁施工

製造・販売実績等

計装【実務１年】

基準日直前１年の総売上高　※経審の売上高を記入。

建設業全体の過去３か年平均実績高

登録基幹技能者講習修了証の所持者数
※建設業施行規則第１８条の３第２項第２号に規定する
登録基幹技能講習を修了した者であって、雇用期間を
特に限定することなく常時雇用されている者の人数を記
入。

二級舗装施工管理技術者

造園

指定建設業　監理技術者資格者
※人数を記入。

建築塗装・建築塗装工（２級）【３年】

金属塗装・金属塗装工(１級)

畳製作・畳工(１級)

かわらぶき・スレート施工(１級)

会社全体の売上高（直前１年）　※再掲

経営事項

建築塗装・建築塗装工（２級）

熱絶縁施工(１級)

造園(１級)

造園(２級)

防水施工(１級)

畳製作・畳工(２級)

熱絶縁施工(２級)

建具製作・建具工・木工・カーテンウォール施工・
サッシ施工(１級)

建具製作・建具工・木工・カーテンウォール施工・
サッシ施工(２級)

機械器具設置 監理技術者資格者

建築設備士【１年】

計装【１年】

内装仕上げ施工・カーテン施工・天井仕上げ施工・
床仕上げ施工・表装・表具・表具工(１級)

内装仕上げ施工・カーテン施工・天井仕上げ施工・
床仕上げ施工・表装・表具・表具工(２級)

噴霧塗装(１級)

建築塗装・建築塗装工（１級）

金属塗装・金属塗装工(１級)

金属塗装・金属塗装工(２級)

一級舗装施工管理技術者

地すべり防止工事【１年】

基礎ぐい工事

建築設備士【１年】

計装【１年】

合計

うち土木工事業

うち建築工事業

うち管工事業

うち鋼構造物工事業

実務経験者担当業種

地すべり防止工事【１年】

基礎ぐい工事

舗装施工管理技術者の有無

路面標示施工

噴霧塗装(２級)

塗装・木工塗装・木工塗装工（２級）【３年】

うち舗装工事業

うち電気工事業

うち造園工事業

舗装施工管理技術者

１級舗装施工管理技術者の人数

２級舗装施工管理技術者の人数

かわらぶき・スレート施工(１級)

かわらぶき・スレート施工（２級）【３年】

ガラス施工（１級）

ガラス施工（２級）【３年】

塗装・木工塗装・木工塗装工（１級）

建具製作・建具工・木工・カーテンウォール施工・
サッシ施工（２級）【３年】

造園(１級)

熱絶縁施工(１級)

実務経験者担当業種
※技術者ごとに記入。

監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証の所持者
数
※経営事項審査申請書の技術職員名簿（別紙二）の「監理技
術者資格者証交付番号」欄に同交付番号が記載されている
技術者のうち、監理技術者講習修了証を所持している技術者
を集計し､合計を記入｡

防水施工(１級)

防水施工（２級）【３年】

さく井(１級)

さく井（２級）【３年】

監理技術者資格者合計

監理技術者資格者証（有無）
※技術者ごとに記入。

7



事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択申請項目

名古屋市
盛岡市

※盛岡市に申請する場合
滋賀県

※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
物品・役務等の共通申請項目 共通 選択 山梨県市町村総合事務組合粕屋町

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と測量・建設コンサル等を同一の資格として受付

長野県
※長野県に申請する場合

建設工事の共通・選択申請項目のたたき台

19

○

○

○

○

20 22

○ 1 ○ ②ⅰ ○

○ 2 ○ ②ⅰ ○

○ 3 ○ ②ⅰ ○

21 経営事項

出来事（創業、法人設立、合併等） ○

和暦（年月） ○

明治より前（チェック） ○

詳細 ○

○

○

22 企業基本情報（建設工事） 基本情報 職員数 職員数 23

○ 1 ○ ②ⅰ ○

○

○ 2 ○ ②ⅰ ○

○

○ 3 ○ ②ⅰ ○

23

○

○

○

○

官公需適格組合証明 官公需適格組合証明 官公需適格組合証明 官公需適格組合証明

証明年月日

証明番号

24

直前々年度決算の売上（収入）金額
※組合員ごと・合計

○

直前々年度決算の営業品目（大分類）ごとの売
上（収入）金額
※組合員ごと・合計

○

直前年度決算の売上（収入）金額
※組合員ごと・合計

○

直前年度決算の営業品目（大分類）ごとの売上
（収入）金額
※組合員ごと・合計

○

前２か年間の平均実績高
※合計

○

営業品目（大分類）ごとの前２か年間の平均実
績高

○

資本金（直前決算時）
※組合の場合は出資金
※組合員ごと・合計

○

純資産（直前決算時）
※組合員ごと・合計

○

資本金（登記上）
※組合の場合は出資金
※組合員ごと・合計

○

自己資本金・合計
※組合員ごと・合計

○

流動資産
※組合員ごと・合計

○

流動負債
※組合員ごと・合計

○

流動比率
※合計

○

組合と構成組合員の平均年数（小数点以下切
り捨て）
※組合員ごとの年数・合計の平均

○

常勤職員の人数
※組合員ごと・合計

○

うち技術職員の人数
※組合員ごと・合計

○

うち事務職員の人数
※組合員ごと・合計

○

うちその他の職員の人数
※組合員ごと・合計

○

うち障害者の人数
※組合員ごと・合計

○

機械装置類
※組合員ごと・合計

○

運搬具類
※組合員ごと・合計

○

工具その他
※組合員ごと・合計

○

組合と構成組合員の合計
※合計

○

※自己資本額については、「経営事項審査情報」の項目で別途設
定していることから、ここでは抽出していない。

※営業年数については、「経営事項審査情報」の項目で別途設定
していることから、ここでは抽出していない。

うち障害者の人数

自己資本額

営業年数　※再掲
※総合評定値通知書に記載の営業年数を記入。

常勤職員等の人数

常勤職員の人数

うち事務職員の人数

総職員数
※申請日の直近の総合評定通知書に記載されている審
査基準日における雇用期間を特に限定することなく雇用
された者(建設業以外の事業に従事する者を含む。)に、
法人にあっては取締役又はこれらに準ずる者で常勤の
ものの数を、個人にあってはその者又はその支配人で
常勤の者の数を加えた数を記入。

総職員数
※申請日現在の個人事業主や法人（会社など）の役員、共
同経営者（２人まで）、家族従業員、パート従業員、アルバイ
トなどの臨時に期間を定めて雇い入れている者を除いた正
社員として雇用されている方の人数を記入。

企業基本情報（建設工事）

※審査対象事業年度分の自己資本額、または２年平均の
自己資本額で申請する場合は2 年分の自己資本額を記
入。
※経審対象事業年度分の自己資本額を入力する場合は。
経審結果通知書の「自己資本額」を入力。２年平均の自己
資本額を入力する方は、経営規模評価申請書（様式２５号
の１１）により各年度の自己資本額を入力。

自己資本※　※再掲

流動負債

流動比率

従業員数
※申請日時点での常勤の人数を入力。
※代表者、役員も含む。
※子会社の従業員、派遣されている従業員、雇用保険
に加入していないパート、アルバイトは含まない。

営業年数　※再掲
※総合評定値通知書に記載の営業年数を記入。

払込資本金　※再掲

※法人は登記上の資本金を記入。
　 個人は期首資本金（資本金）を記入。

流動資産計

流動負債計

資本金等

資本金　※再掲

うち障害者数

経営事項

営業年数　※再掲
営業年数　※再掲
※経営事項審査申請書（別紙３）に記載の営業年数を記入。

総職員数

設備の額（直前決算時）

資本金額　※再掲

基本情報

証明番号

資本金額　※再掲

自己資本額　※再掲

証明年月日

営業経歴

沿革

５．常勤職員等の人数

純資産（直前決算時）※２

経営状況（直前決算時）

流動負債

流動比率

営業年数の求め方（以下から選択）
・登記がある場合は、法人設立年月日から申請日ま
での満年数
・個人から法人成りした場合は、個人の創業年月日
から申請日までの満年数
・登記がない場合は、創業年月日から申請までの満
年数
・その他（合併・分社・事業譲渡等の場合。沿革に要
記入）
※休業等で中断した期間がある場合には、これを除
いた期間

機械装置類

運搬具類

常勤職員等の人数

うち事務職員の人数

うちその他の職員の人数

官公需適格組合（明細）

うち障害者の人数

合計

常勤職員の人数

流動資産

自己資本金・合計※４

※１　法人の場合、貸借対照表の【資本金】を記入。
個人の場合で青色申告決算書の貸借対照表がある
場合は、【元入金】を記入。白色申告の場合は、０を
記入。
※２　法人の場合、貸借対照表の【純資産の部の合
計】を記入。個人の場合で青色申告決算書の貸借
対照表がある場合は、【（事業主借＋元入金＋青色
申告特別控除前の所得金額）-事業主貸の金額】を
記入。白色申告の場合は、０を記入。
※３　法人の場合、登記事項証明書の【資本金の
額】を記入。個人の場合、「資本金（直前決算時）」と
同額を記入。
※４　法人の場合、【純資産の部の合計＋決算後の
純資産の増減額】を記入。個人の場合、「純資産（直
前決算時）」と同額を記入。

営業年数（満○年）

うち技術職員の人数

１．製造・販売実績等

２．自己資本額

３．経営状況（直前決算時）

４．営業年数

６．設備の額（直前決算時）

工具その他

自己資本額

資本金（直前決算時）※１

資本金（登記上）※３

営業年数　※再掲
※総合評定値通知書に記載の営業年数を記入。

総職員数
※申請日における雇用期間を特に限定することなく雇用
された者(建設業以外の事業に従事する者を含む。)に、
法人にあっては取締役又はこれらに準ずる者で常勤の
ものの数を、個人にあってはその者又はその支配人で
常勤の者の数を加えた数を記入。

証明年月日

証明番号

建設業又は委託業務に従事する技術職員及び兼業職員
の数のうち60歳以上の職員数

年月日

番号

事務職員
※建設業又は委託業務に従事する技術職員及び兼業職
員の数を、総職員数から差し引いた残りの職員数

営業年数　※再掲
※総合評定値通知書に記載の営業年数を記入。

建設業又は委託業務に従事する技術職員及び兼業職員
の数のうち身体障害者の職員数

経営状況（直前決算時）

営業年数

流動資産
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事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択申請項目

名古屋市
盛岡市

※盛岡市に申請する場合
滋賀県

※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
物品・役務等の共通申請項目 共通 選択 山梨県市町村総合事務組合粕屋町

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と測量・建設コンサル等を同一の資格として受付

長野県
※長野県に申請する場合

建設工事の共通・選択申請項目のたたき台

25 24

1

当社（個人である場合は私、団体である場合は
当団体。以下同じ。）は、入札参加資格審査に
申請するに当たり、下記の事項について誓約し
ます。

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反した
ことにより、当方が不利益を被ることとなっても、
異議は一切申し立てません。

また、申請先地方公共団体において必要と判断
した場合に、役員等名簿により提出する当方の
個人情報を警察に提供することについて同意し
ます。

暴力団員による不当な行為の防止等に関する
法律（平成３年法律第77号）及び入札参加資格
審査の申請先地方公共団体の暴力団排除条
例に規定する暴力団員等又は暴力団若しくは
暴力団の構成員と密接な関係を有する者のい
ずれにも該当しません。

当社は、入札参加資格の不認定その他の排除
措置を受けた場合、申請先地方公共団体が住
所又は所在地、氏名又は名称並びに排除措置
理由及び内容を申請先地方公共団体の公式
ホームページへの掲載その他の方法により公
表することに同意します。

26 25

1

役職 ○ 役職名 1 ○ ②ⅰ ○

氏名（フリガナ） ○ 氏名（フリガナ） 2 ○ ②ⅰ ○

氏名 ○ 氏名 3 ○ ②ⅰ ○

性別 ○ 性別 4 ○ ②ⅰ ○

生年月日 ○ 生年月日 5 ○ ②ⅰ ○

退任（チェック・年月日記入） ○ 6 ○ ②ⅲ ○

2

役職 ○ 1 ○ ②ⅰ ○

氏名（フリガナ） ○ 2 ○ ②ⅰ ○

氏名 ○ 3 ○ ②ⅰ ○

性別 ○ 4 ○ ②ⅰ ○

生年月日 ○ 5 ○ ②ⅰ ○

27 26

○ 1 ○ ②ⅰ ○

※申請先地方公共団体の税、水道料金及び下水道使用料並
びにこれらに付随する延滞金等（以下「税等」という。）のいず
れか又は全てに滞納がないことの確認のため、申請先地方
公共団体の税務担当職員等が入札参加資格審査に関わる
職員に対して、申請先地方公共団体の税等の完納又は未納
情報の提供を行うことに同意します。

氏名（フリガナ）

氏名

性別

生年月日

退任（チェック・年月日記入）

契約を締結する能力を有しないもの又は破産者に該当の有無

○○ ②ⅰ

生年月日

調査への同意（チェック）

※法人の場合は登記簿謄本の「役員に関する事項」に
記載されている役員（事業協同組合の場合は理事）を記
入。監査役については除く。
※個人の場合については、この名簿にその個人事業主
を記入。

納税を確認するため、登録希望団体が関係機関に対し
照会することに同意する者

税を滞納していない者

建設業法第３条第１項の規定による許可及び同法第27
条の23第１項に定める経営事項審査を受けている者で、
結果通知書の交付を受けている者

総合評定値通遺書の雇用保険、健康保険及び厚生年
金（以下、「社会保険等」という。）の加入状況がいずれも
「有」又は「除外」となっている者。ただし、当該通知書に
おいて、社会保険等の加入状況が「無」であった後に、
当該未加入の保険に加入又は適用除外となった場合
は、それぞれ当該事実を証明する書類（保険料の領収
書等）の提出を行うことで前段のものとみなす。

※契約の締結に関して営業所等に権限が委任されてい
る場合には、その委任を受けている営業所等の受任者
も上記の事項を記入。

氏名

誓約書
※書類として提出。

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２
条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）
又は法人であってその役員が暴力団員でない者

役員名簿

地方税等の納付状況の調査への同意（地方税、水道料金、下水道使
用料）

氏名（フリガナ）

氏名

役職

誓約（チェック）

役員等名簿

役員（個人の場合は代表者）

入札・契約等に関する権限の委任を受けている者

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことによ
り、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し
立てません。

また、申請先地方公共団体において必要と判断した場合
に、役員等名簿により提出する当方の個人情報を警察に
提供することについて同意します。

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成
３年法律第77号）及び入札参加資格審査の申請先地方
公共団体の暴力団排除条例に規定する暴力団員等又は
暴力団若しくは暴力団の構成員と密接な関係を有する者
のいずれにも該当しません。

暴力団員等又は暴力団密接関係者に該当しないことの誓約

当社は、入札参加資格の不認定その他の排除措置を受
けた場合、申請先地方公共団体が住所又は所在地、氏
名又は名称並びに排除措置理由及び内容を申請先地方
公共団体の公式ホームページへの掲載その他の方法に
より公表することに同意します。

役職

氏名（フリガナ）

性別

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体。
以下同じ。）は、入札参加資格審査に申請するに当たり、
下記の事項について誓約します。

長野県及び共同受付参加団体が規定する暴力団排除
にかかる条例で定める暴力団員又は暴力団関係者。

暴力団排除に係る役員名簿

入札参加資格申請先団体から求めがあれば、資格付与
後であっても申請内容を証する書類を提出すること。

性別

生年月日

郵便番号

住所

※個人の場合、その者（個人事業主）について記入。
※個人の場合、その者（個人事業主）について記入。役職欄
は個人事業主と記入。

役職名

氏名（フリガナ）

消費税法の規定による課税事業者、免税事業者の別

消費税法の規定による課税事業者、免税事業者の別
※該当する区分を選択

誓約事項
※システム冒頭でチェック。

滋賀県市町から入札参加資格審査申請にかかる追加の確
認資料の提出を求められた場合に応じること。

誓約事項が事実と相違した場合にあっては、入札参加希望
団体の入札参加有資格者名簿から抹消等の措置がなされる
こと。

滋賀県税およびこれに付随する延滞金等に滞納がないこと。

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４
第１項又は財務規則（昭和42年長野県規則第２号）第
120条第１項の規定により入札に参加することができな
いとされた者。

競争入札への参加及び契約に係る業務の遂行に当た
り、暴力団員又は暴力団関係者から不当な要求を受け
たときは、遅滞なく発注者に報告するとともに、所轄の警
察署に届け出ること。

暴力団、暴力団員又は暴力団若しくは暴力団の構成員と密接な
関係を有する者に該当しない旨の誓約
※書類として提出。

私は、競争入札参加資格申請を行う各市町（以下「各市町」
という。）から競争入札参加資格の認定を受けるにあたり、暴
力団を利することのないよう暴力団、暴力団員又は暴力団若
しくは暴力団の構成員と密接な関係を有する者を排除してい
ることについて、次の事項について誓約します。

本誓約書兼同意書および役職員名簿を滋賀県警察本部に
提供すること

次のいずれかに該当する者ではないこと。
 (ｱ) 役員等（競争入札に参加しようとする者が個人である場
合にはその者を、法人である場合にはその役員をいい、当該
競争入札に参加しようとする者から県市町との取引上の一
切の権限を委任された代理人を含む。以下「役員等」とい
う。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律
（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員
（以下「暴力団員」という。）であると認められる者
 (ｲ) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する
法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下「暴力団」と
いう。）または暴力団員が経営に実質的に関与していると認
められる者
(ｳ) 役員等が、自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図
る目的または第三者に損害を加える目的をもつて、暴力団ま
たは暴力団員を利用するなどしたと認められる者
(ｴ) 役員等が、暴力団または暴力団員に対して資金等を供
給し、または便宜を供与するなど直接的または積極的に暴
力団の維持または運営に協力し、または関与していると認め
られる者
 (ｵ) 役員等が、暴力団または暴力団員と社会的に非難され
るべき関係を有していると認められる者
 (ｶ) 上記(ｱ)から(ｵ)までのいずれかに該当する者であること
を知りながら当該相手方と契約を締結することやこれを不当
に利用することなどしている者

私は、岩手県警察本部からの通知又は各市町から照会に対
する岩手県警察本部からの回答により本誓約書１に該当す
ることが確認された場合、競争入札参加資格の不認定その
他の排除措置に従います。

私は、本誓約書１の該当の有無を確認するため、各市町が
本誓約書、競争入札参加資格審査申請書、その他の書類の
全部又は一部（書類の記載内容の抜粋を含む。）を岩手県
警察本部に提供することに同意します。

全ての滋賀県税（地方消費税を除く。）およびこれに付随する
延滞金等の納付または納入の状況に関して、完納情報の確
認を行うこと。
全ての滋賀県内の市町の税、料金およびこれらに付随する
延滞金等の納付または納入の状況に関して、完納情報の確
認を行うこと。

私は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律
（平成３年法律第77号）及び各市町が定める暴力団排除条
例等に規定する暴力団員等又は暴力団若しくは暴力団の構
成員と密接な関係を有する者のいずれにも該当しません。

私は、競争入札参加資格の不認定その他の排除措置を受
けた場合、各団体が住所又は所在地、氏名又は名称並びに
排除措置理由及び内容を各市町の公式ホームページへの
掲載その他の方法により公表することに同意します。

私は、本誓約書１の該当の有無を確認するため、各市町か
ら追加資料の提出を求められたときは、別に指定する期日ま
でに提出します。

役員等名簿

滋賀県内の市町の税、料金およびこれらに付随する延滞金
等に滞納がないこと。

誓約書兼同意書
※暴力団関係の誓約と併せて書類として提出。

氏名

生年月日

取引上の一切の権限を委任された代理人

役員

役職名

氏名（フリガナ）

氏名

生年月日

役職員名簿

滋賀県市町が発注する建設工事、コンサルタント等業務、土
木施設維持管理業務等の入札参加資格審査申請に関し、
以下に掲げる項目について、事実と相違ないことを誓約しま
す。
誓約事項の確認のため、以下に掲げる項目について、同意
します。

滋賀県市町が規定する契約に関する規則や契約約款等を
守り、信義に従い誠実に実行すること。

誓約書兼同意書
※地方税等の納付状況の調査への同意と併せて、書類として提
出。

誓約（チェック）

入札・契約等に関する権限の委任を受けている者

地方税等の納付状況の調査への同意（地方税、水道料
金、下水道使用料）

暴力団員等又は暴力団密接関係者に該当しないことの
誓約

滋賀県市町が規定する申請マニュアルに記載の要件等を具
備していること。

※法人の場合、登記事項証明書に記載されている
役員について記入（事業協同組合の場合は理事）
（ただし、監査役は除く）。
※個人の場合、その者（個人事業主）及び同居する
親族について記入。役職欄は省略可能。

調査への同意（チェック）

※申請先地方公共団体の税、水道料金及び下水道
使用料並びにこれらに付随する延滞金等（以下「税
等」という。）のいずれか又は全てに滞納がないこと
の確認のため、申請先地方公共団体の税務担当職
員等が物品の購入、役務の提供等の契約に係る入
札参加資格審査に関わる職員に対して、申請先地
方公共団体の税等の完納又は未納情報の提供を
行うことに同意します。

役員（個人の場合は代表者）

地方自治法施行令第167条の４第１項及び第167条の11
第１項の規定に該当しない者

誓約書
※書類として提出。

令和６・７年度の粕屋町における建設工事の請負契約、
測量・設計等の業務委託及び物品の購入等並びにその
他の契約に係る入札（見積を含む。）に参加するに当た
り、次の事項を誓約いたします。

入札（見積を含む。）ごとにおいて配布を受ける指名（又
は見積り）通知書等に添付されている事項及び「入札心
得書」等の内容を遵守すること。

入札に際しては、他の入札参加者と談合若しくは何等の
協議を一切しないこと。

粕屋町暴力団排除条例に掲げる暴力団及び暴力団員
でないこと。また、前述の組織に関与していないこと。

上記事項に違反した場合は、指名停止等（不正行為に
対する違約金・損害金・誓約保証金を含む。）の措置をさ
れても一切異議がないこと。

長野県税に未納がないことについて、共同受付窓口から
長野県総務部税務課に依頼があった際に、長野県総務
部税務課が納税証明書に準じた情報を共同受付窓口に
提供することに同意すること。
申請先団体への市町村民税の納付状況について、申請
先団体から申請先団体税務担当部局に依頼があった際
に、申請先団体税務担当部局が納税証明書に準じた情
報を申請先団体に提供することに同意すること。
申請先団体への公共料金の滞納状況について、申請先
団体から申請先団体担当部局に依頼があった際に、申
請先団体担当部局が申請先団体に情報提供することに
同意すること。

法人税（所得税）

消費税及び地方税

納税状況　※金額を記入

契約を締結する能力を有しないもの又は破産者に該当（有
無）

現在及び今後資格有効期間終了時まで次のいずれにも
該当しないこと。

この誓約が虚偽であったことが判明した場合又はこの誓
約に反した場合は当方が不利益を被ることとなっても、
異議は一切申し立てないこと。

入札参加資格申請先団体から求めがあれば、当方の役
員等名簿（生年月日を含む）を提出し、これらの書類から
確認できる個人情報を貴職が長野県警察本部に提供す
ることに同意すること。

誓約事項
※システム冒頭でチェック。

入札参加資格の停止措置の状況

※資格審査基準日直前２年間において、県から建設工
事等入札参加資格の停止措置を受けている場合に記
入。

入札参加資格の停止措置（有無）

法人事業税（「地方法人特別税」を含む）

※法人の場合、登記事項証明書に記載されている役員について
記入（事業協同組合の場合は理事）（ただし、監査役は除く）。
※個人の場合、その者（個人事業主）及び同居する親族について
記入。役職欄は省略可能。

○
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事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択申請項目

名古屋市
盛岡市

※盛岡市に申請する場合
滋賀県

※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
物品・役務等の共通申請項目 共通 選択 山梨県市町村総合事務組合粕屋町

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と測量・建設コンサル等を同一の資格として受付

長野県
※長野県に申請する場合

建設工事の共通・選択申請項目のたたき台

27

1 ○ ②ⅱ ○

28 ISO関係認証取得状況 28

○ 1 ○ ②ⅰ ○

○ 2 ○ ②ⅰ ○

○ 3 ○ ②ⅰ ○

○ 4 ○ ②ⅰ ○

5 ○ ②ⅱ ○

○

29

エコアクション21認証（有無） 6 ○ ②ⅰ ○

○

7 ○ ②ⅱ ○

30

○

31 障がい者の雇用の有無 29

○

○

○ 1 ○ ②ⅰ ○

障害者雇用（法定雇用義務のない事業者）

○

32 30

○ 1 ○ ②ⅰ ○

○ 2 ○ ②ⅰ ○

「社員の子育て応援宣言」登録（有無）

33 31

○ 1 ○ ②ⅰ ○

○

32

1 ○ ②ⅱ ○

33

1 ○ ②ⅱ ○

34

1 高年齢者雇用確保措置（有無） ○ ②ⅱ ○

34 35

○ 1 ○ ②ⅰ ○

○ 2 ○ ②ⅲ ○

知事表彰受賞（有無）

36

1 ○ ②ⅱ ○

2 ○ ②ⅲ ○

ISO9000シリーズ認定取得（継続）（有無）

ISO9000シリーズの取得（有無） ISO9000シリーズの取得（有無）

新規

継続

未認証

新規

継続

ISO14001の取得状況（有無）

未認証

ISO9000S

ISO14000シリーズ認定取得（新規）（有無）

ISO・環境マネジメントシステム取得状況

ISO9000シリーズ認定取得（新規）（有無）

ISO14000シリーズ認定取得（継続）（有無）

保険加入・制度導入等
※経審不要業種のみに申請する場合

建設業法第28条の規定による営業停止処分（有無）

障害者雇用（法定雇用義務のある事業者）

ISO900１の取得（有無）

事業活動温暖化対策計画書の策定状況

事業活動温暖化対策計画書の策定（有無）

エコステージ又はKES取得状況（有無）

登録番号

ISO14000シリーズの取得（有無）

新規

継続

未認証

ISO1400１

ISO関係認証取得状況

エコアクション21認証（有無）

女性技術者の雇用状況

新規学卒者の雇用状況

消防団団員の雇用状況　

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の届出状
況

一般事業主行動計画の届出状況（有無）

基準適合一般事業主の認定（くるみん認定）の取得（有無）

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の届出状況

一般事業主行動計画の届出状況（有無）

消防団協力事業所表示制度に基づく認定状況

消防団協力事業所表示制度に基づく認定状況（有無）

認定市町村（申請先地方公共団体）

女性技術者の雇用人数　※人数を記入

新規学卒者の雇用人数

雇用先市町村（申請先地方公共団体）

高年齢者雇用確保措置

消防団団員の雇用人数

法定雇用障害者数を超える雇用0.5 人または1.0 人

本市エコ事業所・市内ISO14001認定者

消防団員である従業員（管内消防団）
※人数を記入。

法定雇用障害者数を超える雇用1.5 人または2.0 人

法定雇用障害者数を超える雇用2.5 人以上

いわて地球環境にやさしい事業所認定取得（有無）
※本市エコ事業所に認定されている場合又は市内の事
業所が「ISO14001」の認証を取得されている場合は、「は
い」を選択

次世代育成支援対策推進法による一般事業主行動計画の
策定（有無）

女性活躍推進法による一般事業主行動計画の策定（有無）

※令和３年度又は令和４年度において、盛岡市内の障がい
者就労施設等から直接５万円以上の物品又は役務の調達
を行ったことの有無

子育て支援等の状況

子育て支援等の状況

高年齢者雇用確保措置（有無）

※子育て支援企業に認定されている場合は、「はい」を
選択

※０～４の範囲で記入。４名以上の場合は４を記入。 粕屋町消防団員の雇用（有無）

名古屋市障害者雇用促進企業認定者

※名古屋市障害者雇用促進企業（障害者雇用率が
4.0％以上の事業者）に認定されている場合は、「はい」を
選択

障がい者就労施設等からの物品等の調達の有無

女性技術者の雇用

ISO14001、エコアクション 21又は地域版環境プログラム（南
信州いいむす21等）のいずれかの認証登録（有無）
※再掲

しが障害者施設応援企業認定制度

※０～２の範囲で記入。２名以上の場合は２を記入。

いわて地球環境にやさしい事業所認定

二つ星企業の認証がある

高年齢者雇用確保措置の導入

障がい者就労施設等からの物品等の調達状況

消防団の団員に任命されている者の雇用状況
※人数を記入。

しが障害者施設応援企業認定制度（有無）

※資格審査基準日直前４年間において、新規学卒者の
社員採用がある場合に記入。
※中学校、高校、専門学校・大学・各種専修学校のいず
れかを卒業後３年以内の者

社員採用（有無）

登録番号

環境マネジメントシステム（ISO14001、エコアクション21、エ
コステージ、KES・環境マネジメントシステム・スタンダード）
の取得状況

登録番号

ISO14001、エコアクション21、KES又はエコステージの取得（有
無）※再掲

法定雇用障害者数を超える雇用0.5 人または1.0 人

「滋賀県ワーク・ライフ・バランス推進企業」の登録があり「くるみ
ん認定」を受けている

法定雇用障害者数を超える雇用1.5 人または2.0 人

次に掲げる者を令和４年２月１日～令和５年９月30日までの
間に採用し、令和５年９月30日まで継続して常時雇用してい
る場合は、該当人数を記入。
(1) 中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校中学
部若しくは高等部、大学、大学院、短期大学、高等専門学校
又は専修学校を卒業後３年以内の者
(2) 職業能力開発促進法に規定する公共職業能力開発施設
において行われる職業訓練又は同法に規定する認定職業訓
練（在学者訓練を除く。）の過程を修了後３年以内の者
※０～３の範囲で記入。３名以上の場合は３を記入。

法定雇用障害者数を超える雇用2.5 人以上

未認証

「滋賀県ワーク・ライフ・バランス推進企業」の登録がある

障がい者雇用

障害者の雇用（有無）
※障害者雇用促進法43条第１項の規定に基づく「法定
雇用率」を達成している場合、又は資格審査基準日にお
いて、雇用義務のない者が障がい者を１人（雇用率制度
に準じた算定）以上雇用している場合に記入。

障害者法定雇用率の達成状況

プライバシーマーク取得状況

ISO14001、エコアクション 21又は地域版環境プログラム
（南信州いいむす21等）のいずれかの認証登録（有無）

ISO14001、エコアクション21、KES又はエコステージの取得（有
無）※再掲

障害者法定雇用率の達成状況（達成していれば
チェック）

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の届出状
況

一般事業主行動計画の届出状況（有無）

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計
画の届出状況

一般事業主行動計画の届出状況（有無）

基準適合一般事業主の認定（くるみん認定）の取得
（有無）

認定市町村（申請先地方公共団体）

ISO14000シリーズ認定取得（継続）（有無）

情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）認証
取得（有無）

エコアクション21認証取得状況

障害者法定雇用率の達成状況

プライバシーマーク取得（有無）

ISO関係認証取得状況

ISO9000シリーズ認定取得（新規）（有無）

ISO9000シリーズ認定取得（継続）（有無）

実雇用率

ISO14000シリーズ認定取得（新規）（有無）

基準適合一般事業主の認定（えるぼし認定）の取得
（有無）

消防団協力事業所表示制度に基づく認定状況

消防団協力事業所表示制度に基づく認定状況（有
無）

「社員の子育て応援宣言」登録の有無

女性技術者の雇用　※人数を記入。

※０～５の範囲で記入。５名以上の場合は５を記入。

滋賀県女性活躍推進企業認証制度による認証企業
※いずれか１を選択。

三つ星企業の認証がある

次世代育成支援対策

福岡県子育て応援宣言企業への登録の有無

福岡県子育て応援宣言企業への登録名古屋市子育て支援企業認定者

障がい者雇用人数

障がい者雇用状況の報告義務（有無）

ISO14000シリーズの取得（有無）

職場いきいきアドバンスカンパニー
（ネクストジェネレーションコース）

新規学卒者の採用

「職場いきいきアドバンスカンパニー」認証

ISO14001、エコアクション21、KES又はエコステージの取得（有
無）

一つ星企業の認証がある

職場いきいきアドバンスカンパニー
（ダイバーシティコース）

関係法令の規定による営業若しくは業務停止処分の有無

関係法令の規定による営業若しくは業務停止処分（有無）

消防団協力事業所表示制度の登録状況

消防団協力事業所表示制度の登録（有無）

ISO9000ｓ（未認証/認証済み）

職場いきいきアドバンスカンパニー
（ワークライフバランスコース）

女性技術者の雇用（有無）

ISO14001（未認証/認証済み）

ISO認証取得状況

新規学卒者の雇用状況

環境マネジメントシステム（ISO14001、エコアクション21、エコス
テージ、KES・環境マネジメントシステム・スタンダード）の取得
※再掲

ISO9000シリーズの取得（新規・継続・未認証）

新規

継続

ISO関係認証取得状況

粕屋町消防団員の雇用の有無

70歳以上まで働ける制度導入の有無

70歳以上まで働ける制度導入（有無）

障がい者の雇用（有無）

環境マネジメントシステム（ISO14001、エコアクション21、エコス
テージ、KES・環境マネジメントシステム・スタンダード）の取得
※再掲

障害者法定雇用率の達成状況

障害者法定雇用率の達成状況（達成していればチェック）

被雇用者資美恵

卒業年月日

雇用年月日

技術職該当（有無）

関係法令の規定による営業若しくは業務停止処分の有無

関係法令の規定による営業若しくは業務停止処分（有無）
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事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択申請項目

名古屋市
盛岡市

※盛岡市に申請する場合
滋賀県

※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
物品・役務等の共通申請項目 共通 選択 山梨県市町村総合事務組合粕屋町

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と測量・建設コンサル等を同一の資格として受付

長野県
※長野県に申請する場合

建設工事の共通・選択申請項目のたたき台

35 防災協定の締結 37

○ 1 ○ ②ⅰ ○

○ 2 ○ ②ⅲ ○

災害対応活動の状況

受注実績の有無

道路の除排雪業務活動の状況 38

1 ○ ②ⅱ ○

2 ○ ②ⅲ ○

39

1 ○ ②ⅱ ○

※盛岡市と「災害時における応急対策業務に関する協定」又
は盛岡市上下水道局と「災害応急復旧工事等に関する協
定」を締結していることの有無

保護観察対象者等の協力雇用主への登録状況

地方公共団体との災害時応援協定の締結状況（有無）

受注実績のある地方公共団体（申請先地方公共団体）

災害時応援協定の締結状況

締結している地方公共団体（申請先地方公共団体）

道路の除排雪業務活動の状況

災害協定の締結（有無）防災協定の締結（有無）

除雪作業等の受託実績（自管内対象）

※令和３年度又は令和４年度において、盛岡市又は盛岡市
上下水道局が発注した次のいずれかの受注実績（下請を含
む。）の有無
ア 災害復旧関係の工事等
イ 公共土木施設又は建築物に係る緊急修繕業務

※令和３年度又は令和４年度において、次に掲げる活動の
有無
(1) 国・県・市町村道等の除排雪業務（融雪剤散布を含む。）
の受注
　盛岡市内に本店を有する方は、国・県・市町村から業務委
託を受注している場合に、盛岡市内に本店を有しない方は、
盛岡市内に係る国・県・市町村からの業務委託を受注してい
る場合が該当
(2) 盛岡市内の市道の除排雪業務（融雪剤散布を含む。）の
奉仕活動
　盛岡市内の市道、農道、林道の除排雪業務の奉仕活動を
自主的に行った場合が該当

道路の除排雪業務活動の有無

コンプライアンスに関する確認事項を満たすマニュアルの作
成（有無）

コンプライアンスに関する研修会・講習会等の実施（有無）

保護観察対象者等の就労支援状況

※資格審査基準日及び申請日において、雇用する技術
者が経営事項審査に反映されない資格を有している場
合に資格数を記入。
※最大30まで

資格審査基準日直前２年間において、ＩＣＴ活用工事（国
及び県発注工事）の実績がある場合に件数を記入。
※最大３件まで

長野県産業廃棄物３Ｒ実践協定の締結状況

実績あり

※資格審査基準日を含む年度の前年度において、建設
業労働災害防止協会長野県支部での活動がある場合
にチェック。

ICT活用工事実績

労働災害防止団体での活動

※資格審査基準日直前４年間において、育児又は介護

休業を20日以上取得した実績がある場合にチェック。弾
背の取得実績がある場合は、「男性の取得実績あり」に
もチェック。

※資格審査基準日において、ISO45001、ＣＯＨＳＭＳの

いずれかを取得している場合に選択。

取得実績あり（チェック）

男性の取得実績あり（チェック）

協力雇用主登録（有無）

※次の要件を満たす場合は、「有」を選択。
① コンプライアンスにかかる社内規範等の要件
・次の項目の全てを含む社内規範等を申請日以前に制定
し、申請日現在有効であること（複数の社内規則、規程等に
分かれていてもよい）
（ア）建設業法の遵守
（イ）贈賄、談合等の不正行為の防止
（ウ）独占禁止法の遵守、
（エ）暴力団等反社会的勢力に対する姿勢
（オ）労働関係法令の遵守
（カ）交通法規の遵守
（キ）人権の尊重
（ク）環境への配慮

除雪作業等の受託実績（有無）

※滋賀県、滋賀県内市町または道路公社が管理する道路に
係る除雪作業等で、当該団体から受託している場合は、
「有」を選択。

コンプライアンス普及・徹底

保護観察対象者等の協力雇用主として保護観察所に登録の
有無

災害対応活動の状況

※滋賀県内の活動が協定の対象となっている場合は「有」を
選択。

締結している地方公共団体（申請先地方公共団体）

災害時応援協定の締結状況

地方公共団体との災害時応援協定の締結状況（有
無）

間接雇用（有無）

協力事業主登録（有無）

直接雇用（有無）

② 不当要求防止責任者および講習受講の要件
(ア) 申請日以前に雇用され、引き続き申請日現在雇用され
ていること（不当要求防止責任者である職員には、当該企業
の代表者・役員を含みます）
(イ) 申請日現在、不当要求防止責任者として選任され、滋賀
県警察本部に選任届出が提出されていること
(ウ) 申請日以前３年以内に責任者講習を受講していること
(エ) 滋賀県内の営業所等に勤務していること
(オ) 申請者において所得税の源泉徴収をしていること
(カ) 社会保険（健康保険および厚生年金保険）の被保険者
であること
ただし、健康保険および厚生年金保険の適用が除外される
場合（個人事業所で従業員が４人以下等）は除きます。
(キ) 雇用保険の被保険者であること
ただし、雇用保険の適用が除外される場合（従業員が１人も
いない等）は除きます。
(ク) 給料額が滋賀県の最低賃金の基準を満たしていること。
(ケ) 出向者については、転籍出向者（出向先である申請者
側で給料を支払い、社会保険等に加入している者）であるこ
と。

コンプライアンスマニュアルの作成

＜確認事項＞
マニュアル作成
　ア　経営者による基本方針の表明
　イ　企業行動指針（倫理方針）
　ウ　社内組織の設置
　エ　相談窓口の設置
　オ　内部通報窓口の設置
　カ　役職員の具体的な行動基準
　キ　違反者に対する措置
担当部署・担当者の設置
　代表者（社長）を長とするコンプライアンス委員会などの責
任ある組織又は担当する責任者を整備していること。
通報窓口の設置
　ア　役職員が、日々の業務の中で、コンプライアンスに抵触
する問題であるか否かを判断に迷う事項については、円滑に
相談できる窓口を設置していること。
　イ　企業内で違反行為が行われていることを役職員が把握
した場合、不利益な扱いを受けずに通報できる内部通報窓
口を整備していること。

休業制度利用実績

コンプライアンス普及・徹底（有無）

保護観察対象者等の就労支援

長野県産業廃棄物３Ｒ実践協定の締結（有無）

協力雇用主の登録状況

※資格審査基準日において、４週８休制（年間休日120
日以上）を導入している場合に記入。

優良工事等表彰

※資格審査基準日直前４年間において、国又は長野県
による企業表彰であって、優良工事表彰、優良技術者表
彰及び安全衛生表彰等を受けた場合に回数を記入。
※最大３回

民間資格等取得資格数

技能労働者のうち月給制により支払いを行っている割合

50％以上

80％以上

労働安全衛生　

労働安全衛生マネジメントシステム（ISO45001） の取得

建設業労働安全衛生マネジメントシステム（COHSMS）
の取得

週休二日等休日制度

粕屋町との災害協定締結の有無

災害協定の締結（有無）

道路の除排雪業務活動（有無）

保護観察対象者等の協力雇用主への登録状況
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事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択申請項目

名古屋市
盛岡市

※盛岡市に申請する場合
滋賀県

※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
物品・役務等の共通申請項目 共通 選択 山梨県市町村総合事務組合粕屋町

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と測量・建設コンサル等を同一の資格として受付

長野県
※長野県に申請する場合

建設工事の共通・選択申請項目のたたき台

36

37

○

○

○

38 40

○ 1 ○ ②ⅰ ○

2 ○ ②ⅱ ○

3 ○ ②ⅱ ○

○ 4 ○ ②ⅰ ○

○ 5 ○ ②ⅰ ○

○ 6 ○ ②ⅰ ○

○ 7 ○ ②ⅰ ○

8 ○ ②ⅱ ○

○ 9 ○ ②ⅰ ○

○ 10 ○ ②ⅰ ○

○ 11 ○ ②ⅰ ○

39 社保等加入状況　※いずれか１を選択。 41

1

健康保険
□ 加入
□ 適用除外（加入義務無し）

○ 1 ○ ②ⅰ ○

厚生年金保険
□ 加入
□ 適用除外（加入義務無し）

○ 2 ○ ②ⅰ ○

雇用保険
□ 加入
□ 適用除外（加入義務無し）

○ 3 ○ ②ⅰ ○

労働者災害補償保険
□ 加入
□ 適用除外（加入義務無し）

○

健康保険
☐ 個人事業主で、労働者５人未満のため
☐ 個人事業主で、加入義務がない業種のため
（業種： 　　　）
☐ その他（具体的な理由を記載してください。）

○

厚生年金保険
☐ 個人事業主で、労働者５人未満のため
☐ 個人事業主で、加入義務がない業種のため
（業種： 　　　）
☐ その他（具体的な理由を記載してください。）

○

雇用保険
☐ 被保険者となる従業員がいないため（代表
及び役員のみ、同居する親族のみでの経営等）
☐ 個人事業主で、労働者５人未満であり、加
入義務がない業種のため（業種：　　　）
☐ その他（具体的な理由を記載してください。）

○

労働者災害補償保険
☐ 被保険者となる従業員がいないため（代表
及び役員のみ、同居する親族のみでの経営等）
☐ 個人事業主で、労働者５人未満であり、加
入義務がない業種のため（業種：　　　）
☐ その他（具体的な理由を記載してください。）

○

件名

契約内容

施行場所都道府県

請負金額

着工年月日

健康保険
□ 加入
□ 適用除外（加入義務無し）

厚生年金保険
□ 加入
□ 適用除外（加入義務無し）

雇用保険
□ 加入
□ 適用除外（加入義務無し）

発注者

元請・下請の別

順位格付審査に用いる最高完成工事(業務)経歴（消費税込
み）

都区市町村

申請業種

CORINS登録の有無

請負金額

施行場所都道府県

営業品目

経営事項審査を受けており、結果通知書を提出します。
通知書内の「その他審査項目（社会性等）」について、
「雇用保険加入の有無」「健康保険加入の有無」「厚生年
金保険加入の有無」のすべてが、「有」または「除外」で
す。

経営事項審査を受けており、結果通知書を提出します。
通知書内の「その他審査項目（社会性等）」について、
「雇用保険加入の有無」「健康保険加入の有無」「厚生年
金保険加入の有無」のいずれかが「無」ですが、現在は
加入済または加入義務がないことを届け出ます。

美知メセナまたは淡海エコフォスターの登録

地域貢献活動への参加　※回数を記入。

※０～５の範囲で記入。５回以上の場合は５を記入。
※国、県、または市町が主催する地域貢献活動（清掃活動
や就業体験受入など）への参加回数。

VE提案業種　※いずれか１を選択

法面処理

電気設備

美知メセナ制度の登録がある

淡海エコフォスターの制度の登録がある

美知メセナ制度及び淡海エコフォスター制度両方の登録が
ある

VE提案

VE提案回数
※０～６の範囲で記入。1業種に対して６回以上の提案を
行っている場合は６を記入。
※３業種まで記入可能。

給排水冷暖房

機械設備

鉄骨

建築附帯

交通安全施設

消防施設

工期

工事経歴情報

建設工事の種類

長野県ＳＤＧｓ推進企業登録制度の登録状況

塗装

清掃施設

造園

さく井

社会保険・労働保険の加入状況

技術者資格　※人数を記入　※資格名は省略

契約内容

区分（総代理店/特約店/代理店等）

契約金額

取扱品目

※加入義務の有無が不明なときは、必ず関係機関
に確認の上、記入。
※報告内容について、申請先地方公共団体が関係
機関へ確認する場合がある。

営業実績

社会保険・労働保険加入状況

社会保険・労働保険に適用除外となっている理由
（全て加入している場合は記入不要）

代理店・特約店登録

商号又は名称

契約年月

完成（予定）年月

発注者

元請・下請の別

件名

※直前２か年間に完成（見込み）した主な契約の実
績を希望する営業品目ごとに記入。
※契約の相手方が官公庁でない契約についても記
入可能。

健康保険及び厚生年金の加入（有/無/適用除外）

他官公庁

発注者

申請業種

発注者

雇用保険の加入（有/無/適用除外）

完成年月日

保険加入・制度導入等
※経審不要業種のみに申請する場合

申請業種

請負金額

※申請業種ごとの一件の最高完成工事経歴を都区市町
村、他官公庁、民間の別で記載。
※過去7年間の実績（一部の業種については過去９年間）
※発注者が都区市町村又は他官公庁で最高完成工事経
歴が2500万円以上の工事については、各業種別に定めた
CORINSの工種に登録されている必要がある。
※CORINSに登録されている工事は、CORINS番号と請負
金額のみを記入。

建築一式

舗装

橋梁上部

土木一式

発注者

元請又は下請けの別

※入札参加資格審査申請日の直前の10月１日が属する
事業年度の直前の事業年度の終了する日（経営事項審
査基準日）の直前２年間の各事業年度別の工事経歴を
50件まで入力。
※入札参加資格付与を希望する工種の実績のみ入力。
※国や自治体等の公的機関から受注した工事の実績に
ついては、コリンズの登録内容と一致するように入力。

発注者

件名

施行場所都道府県

完成年月日

民間

着工年月日

工事名

長野県ＳＤＧｓ推進企業登録制度の登録（有無）

工事場所のある都道府県

完成工事高

希望する工種

※加入義務の有無が不明なときは、必ず関係機関に確認の上、
記入。
※報告内容について、申請先地方公共団体が関係機関へ確認す
る場合がある。

CORINS登録の有無

CORINS番号

着工年月日

請負金額

着工年月日

完成年月日

CORINS番号

完成年月日

件名

社会保険・労働保険加入状況

社会保険・労働保険の加入状況

※直前２か年間に完成した主な工事経歴を記入。
※契約の相手方が官公庁でない契約についても記入可能。
※入札参加資格を希望する工種の実績のみ入力。
※国や自治体等の公的機関から受注した工事の実績につい
ては、コリンズの登録内容と一致するように入力。

施行場所都道府県

件名

工事経歴

CORINS登録の有無
※発注者が国や地方公共団体の場合

CORINS番号
※発注者が国や地方公共団体の場合
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事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択申請項目

名古屋市
盛岡市

※盛岡市に申請する場合
滋賀県

※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
物品・役務等の共通申請項目 共通 選択 山梨県市町村総合事務組合粕屋町

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と測量・建設コンサル等を同一の資格として受付

長野県
※長野県に申請する場合

建設工事の共通・選択申請項目のたたき台

40 資本関係に関する事項 資本関係に関する事項 42

該当の有無 該当の有無 資本関係に関する事項の有無

○ 親会社等と子会社等の関係にある場合 1 ○ ②ⅰ ○

建設業許可番号 1 ○ ②ⅱ ○

法人番号 ○ 2 ○ ②ⅰ ○

商号又は名称 ○ 商号又は名称 3 ○ ②ⅰ ○

所在地 ○ 本社住所 4 ○ ②ⅰ ○

代表者氏名 ○ 5 ○ ②ⅰ ○

本社電話番号

更生会社・再生手続中の会社
※該当する場合に○

○ 2 ○ ②ⅰ ○

建設業許可番号 1 ○ ②ⅱ ○

法人番号 ○ 2 ○ ②ⅰ ○

商号又は名称 ○ 商号又は名称 3 ○ ②ⅰ ○

所在地 ○ 4 ○ ②ⅰ ○

代表者氏名 ○ 5 ○ ②ⅰ ○

○ 親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合 3 ○ ②ⅰ ○

1 ○ ②ⅱ ○

法人番号 ○ 2 ○ ②ⅰ ○

商号又は名称 ○ 3 ○ ②ⅰ ○

所在地 ○ 4 ○ ②ⅰ ○

代表者氏名 ○ 5 ○ ②ⅰ ○

○

41 役員の兼任に該当する事項 役員の兼任に該当する事項 43

○ 該当の有無 該当の有無 1 ○ ②ⅰ ○

当社での役職 ○ 役職名 1 ○ ②ⅰ ○

氏名 ○ 氏名 2 ○ ②ⅰ ○

兼任先の建設業許可番号

3 ○ ②ⅱ ○

兼任先の法人番号 ○ 4 ○ ②ⅰ ○

兼任先の商号又は名称 ○ 兼任先の商号又は名称 5 ○ ②ⅰ ○

兼任先の所在地 ○ 6 ○ ②ⅰ ○

兼任先の役職 ○ 兼任先での役職 7 ○ ②ⅰ ○

42

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

外資状況　※いずれか１を選択して記入 外資状況　※いずれか１を選択して記入 外資割合 外国資本 44

外国籍会社 外国籍会社 1 外国籍会社 ○ ②ⅱ ○

国名 1 国名 ○ ②ⅱ ○

日本国籍会社（外資比率100％） 日本国籍会社（外資比率100％） 2 日本国籍会社（外資比率100％） ○ ②ⅱ ○

国名 1 国名 ○ ②ⅱ ○

日本国籍会社 日本国籍会社 3 日本国籍会社 ○ ②ⅱ ○

国名 1 ○ ②ⅱ ○

外資比率 2 ○ ②ⅱ ○

発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分
の１ 以上を同一の大企業が所有している中小
企業

発行済株式の総数又は出資金額の総額の3 分
の2 以上を大企業が所有している中小企業

大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役
員総数の２分の１以上を占めている中小企業

該当しない 該当しない

平成17年10月1日以降に営業担当部署に就い
た者の氏名

平成17年10月1日以降における役職

営業担当部署への就任年月日（必ず平成17年
10月1日以降の日付

国土交通省における退職日

国土交通省における退職時の官職

設備工事比率

①一般土木 

A　河川・海岸

B　道路

C　構造物

D 砂防・地すべり防止

E　トンネル

F　ダム

G　軟弱地盤

H　都市土木

国名

外資比率

役職

氏名

兼任先役職

建設業許可番号

法人番号

商号又は名称

所在地

代表者氏名

当社での役職

氏名

兼任先の建設業許可番号

兼任先の法人番号

兼任先の商号又は名称

兼任先の所在地

兼任先の役職

外資状況　※いずれか１を選択して記入

人的関係

人的関係に関する事項の有無

商号・名称

郵便番号

所在地

TEL

建設業許可番号

法人番号

所在地

TEL

該当の有無
※「有」の場合は以下を記入。

商号又は名称

建設業許可番号

商号又は名称

本社住所

本社電話番号

更生会社・再生手続中の会社
※該当する場合に○

商号・名称

郵便番号

平成17年10月1日以降に営業担当部署に就いた者
の氏名

平成17年10月1日以降における役職

営業担当部署への就任年月日（必ず平成17年10月
1日以降の日付

国土交通省における退職日

国土交通省における退職時の官職

電気設備工事における屋内の工事比率

暖冷房衛生設備工事における暖冷房設備工事の比
率

※「道路･河川･官庁営繕･公園関係」への申請を希
望する場合及び港湾空港関係５工種以外の工事へ
の申請を希望する場合に記入。

希望する工事の内容
※①～⑩の工種に登録を希望する場合には、希望する
工事の内容（アルファベット）を選択し、希望する順番に
登録を希望する地方整備局すべてに１から８までの「希
望順位」欄に記載。

業態調書（「道路・河川・官庁営繕・公園関係」その２）
※必要書類として提出。

国土交通省退職者の再就職状況に関する事項

子会社等のうち、建設業許可を有している子会社
※20社まで記入可

兼任先での役職

建設業許可番号

子会社等のうち、建設業許可を有している子会社
※20社まで記入可

国名

外資比率

メーカー

性能（色数、速度（ppm）等）

印刷機保有台数（機種ごとの台数、色数ごとの台
数）

版サイズ

製本部門の有無

２．子会社の関係にある他の入札参加資格者の有
無

製版部門の有無

業務提携先会社名・所在地・工場又は作業所所在
地

提携先の設備保持状況

※ 「機種」は印刷関連機器のみを記入。
※保有（リースを含む）している機械設備をもれなく
記入（協力会社等が保有する設備は含まない）。
　なお、リースの場合は、「機種・型番・種別」欄に
「リース」と記入。

国名

国名

印刷設備の状況
＜「希望する営業品目」として大分類「印刷・製本」を選
択した場合＞

工場住所

機種・型番・種別

親会社等・所属する組合　※２社まで記入可

国土交通省退職者の再就職状況に関する事項

大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総
数の２分の１以上を占めている中小企業

役職名

氏名

兼任先の建設業許可番号

兼任先の商号又は名称

資本関係

１．親会社の関係にある他の入札参加資格者の有
無

３．親会社を同じくする子会社同士の関係にある他
の入札参加資格者の有無

一方の会社の役員（個人事業主を含む）が他方の
会社の役員又は管財人を現に兼ねている関係にあ
る他の入札参加資格者の有無

出張校正室の有無

印刷部門従業員数（営業部門）

印刷部門従業員数（生産部門）

印刷部門従業員数（管理部門）

印刷部門従業員数（延べ人数）

印刷部門従業員数（実人数）

人的関係

親会社等・所属する組合　※２社まで記入可

下記のいずれかに該当する　※いずれか１を選択。

保険加入・制度導入等
※経審不要業種のみに申請する場合

技術職員数
※船舶・ろ過層処理の業種に申請する場合のみ記入。

船舶

退職一時金制度若しくは企業年金制度の導入（有/無）

法定外労働災害補償制度の加入（有/無）

ろ過槽処理

※外国資本の金額を日本円に換算して入力。

みなし大企業

該当の有無
※「有」の場合は以下を記入。

下記のいずれかに該当する　※いずれか１を選択

発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分の１
以上を同一の大企業が所有している中小企業

発行済株式の総数又は出資金額の総額の3 分の2
以上を大企業が所有している中小企業

※50％未満 ・50％以上のいずれかを選択。
※50％以上の場合は国籍を記入。

みなし大企業　

資本関係

商号又は名称

所在地

代表者氏名

商号又は名称

所在地

代表者氏名

建設業許可番号

法人番号

資本関係

親会社の関係にある他の入札参加資格者の有無

子会社の関係にある他の入札参加資格者の有無

親会社を同じくする子会社同士の関係にある他の入札参加
資格者の有無

人的関係

一方の会社の役員（個人事業主を含む）が他方の会社の役
員又は管財人を現に兼ねている関係にある他の入札参加資
格者の有無
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事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択申請項目

名古屋市
盛岡市

※盛岡市に申請する場合
滋賀県

※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
物品・役務等の共通申請項目 共通 選択 山梨県市町村総合事務組合粕屋町

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と測量・建設コンサル等を同一の資格として受付

長野県
※長野県に申請する場合

建設工事の共通・選択申請項目のたたき台

②電気設備

A　建設電気設備

B　建築電気設備

③プレストレスト・コンクリート

A　プレテンション

B　ポストテンション

④法面処理

A　アンカー工

B　その他

⑤塗装

A　建物塗装

B　橋梁塗装・水門扉塗装

C　区画線

D　その他

⑥維持修繕

A　舗装維持

B　舗装以外の道路維持

C　河川維持

D　道路清掃作業

E　その他の補修

⑦杭打

A　既製杭

B　場所打ちコンクリート杭

⑧機械設備

A　水門設備

B　ポンプ設備

C　換気設備

D　ダム施工機械設備

E  昇降機設備

F  消・融雪設備

G  その他

⑨通信設備

A　監視制御・情報通信設備

B　防災・情報表示設備

C　有線通信線路

D　鉄塔・反射板

⑩受変電設備

A　受変電設備

B　発電設備

C　その他の電源設備

浚渫船（掘削力）

自社保有船舶（m3/h）

共有船舶（m3/h）

借上船舶（m3/h）

合　　計（m3/h）

揚土船（揚土力）

自社保有船舶（m3/h）

共有船舶（m3/h）

借上船舶（m3/h）

合　　計（m3/h）

起重機船（15t吊以上） （築造力）

自社保有船舶(ｔ)

共有船舶(ｔ)

借上船舶(ｔ)

合　　計(ｔ)

杭打船（杭打力）

自社保有船舶（PS）

共有船舶（PS）

借上船舶（PS）

合　　計（PS）

ケーソン製作用作業台船（製作力）

自社保有船舶(ｔ)

共有船舶(ｔ)

借上船舶(ｔ)

合　　計(ｔ)

地盤改良船（地盤改良力）

自社保有船舶（隻数）

共有船舶（隻数）

借上船舶（隻数）

合　　計（隻数）

砕岩船 （砕岩力）

自社保有船舶（隻数）

共有船舶（隻数）

借上船舶（隻数）

合　　計（隻数）

その他特殊船

自社保有船舶（隻数）

共有船舶（隻数）

借上船舶（隻数）

合　　計（隻数）

 環境性能の高い作業船

自社保有船舶（隻数）

共有船舶（隻数）

借上船舶（隻数）

合　　計（隻数）

専門技術者状況　※人数を記入。

登録海上起重基幹技能者

海上起重作業管理技士

保有・雇用有無

業態調書（「港湾空港関係」）
※必要書類として提出。

港湾工事用作業船保有状況　※船舶数を記入。

※「道路･河川･官庁営繕･公園関係」への申請を希望す
る場合及び港湾空港関係５工種以外の工事への申請を
希望する場合に記入。

都・市・町・村名

番号

都・市・町・村名

番号

ポンプ船の保有（有無）
※「しゅんせつ埋立て」に申請する場合

しゅんせつ船の保有（有無）
※「しゅんせつ」に申請する場合

自社工場の保有
※「鉄骨プレハブ」、「鉄骨架構」、「鋼けた」、「PCけた」、
「水門門扉」に申請する場合

石綿作業主任者及び特別管理産業廃棄物管理責任者の
雇用
※「石綿処理」に申請する場合

上水道

下水道

指定工事業者等

※「港湾空港関係」５工種への申請を希望する場合に記
入。
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